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序     文 

 

トルコ国では西部と東部の地域間格差が大きく、東部の貧困対策が重要な課題と

なっています。また、農村地域と大都市の格差は労働力の移動をもたらし、農村地域

では経済的停滞が生じています。トルコ国政府は、現行の第 8次 5カ年開発計画（2001

年～2005 年）の中で、人的資源の開発、雇用機会の増大及び地域間格差・収入格差の

是正を最重要課題としています。東部黒海沿岸地域は険しい地形及び国内の主要市場

から離れており同国の中でもとりわけ開発の遅れた地域です。  

このような状況の下、トルコ政府はかかる問題を改善するために、東部黒海沿岸

地域の農家を対象に、農業農村開発省農業生産開発局を実施機関とした技術協力プロ

ジェクトの実施を要請してきました。  

これを受けて国際協力機構は、協力基本計画案の妥当性を検討するとともに、プロ

ジェクト実施体制等を協議するため、平成 17年 2月 28日から同年 3月 29日まで、ト

ルコ事務所長 中村 光夫を団長とする事前評価調査団を派遣しました。  

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェ

クト展開に広く活用されることを願うものです。  

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心か

ら感謝の意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。  

  

平成 17 年 7 月  
 
 

独立行政法人国際協力機構  
農  村  開  発  部  
部   長  古   賀   重   成  
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り拓いた部分に、家屋と農地が点在する。 

 写真 2： 
トラブゾン県の山岳部にある農家。農作業は主

に女性が担う。傾斜地にはヘーゼルナッツや果

樹が植えられている。 
 

 写真 3： 
トラブゾン県山岳部の農家圃場。ビニールハウ

ス内で数種類の葉菜が栽培されているが、栽植

密度が均一でない、間引きがなされていない、

栽培計画が立てられていない、などの理由によ

り生産性は低い。 
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トラブゾン県の市場。多種類の野菜や果物が販

売されている。山岳部の農家は共同でなく個人

単位の出荷であるため質や量が統一されず、適

切な値が付けられない。 
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

トルコ国において、農業は GDP の 21％を占め、第 8 次 5 カ年開発計画（2001～2005

年）では、人的資源の開発と雇用機会の拡大・創出及び所得格差と地域格差の是正に

裨益するものとして位置づけられている。同国における地域格差の拡大は、開発が遅

れている東部黒海沿岸地域から開発の進んだ大都市への労働力の移動をもたらし、そ

の結果、都市部における貧困層の増加、都市環境・治安の悪化及び東部黒海沿岸地域

における経済活動の鈍化が引き起こされている。  

オルドゥ県、トラブゾン県、ギレスン県、リゼ県、ギュムシャーネ県及びアルトウ

ィン県からなる東部黒海沿岸地域の大部分は、急峻な山岳地に覆われ平野部は非常に

限られているため、貧困農村が山岳地に分散している。主な農産物はヘーゼルナッツ

及び茶であり、これらは政府の保護下で生産・販売されているが、過剰生産や品質低

下が問題となっている。近年、これらの作物に対する政府の補助政策を見直し市場競

争を導入することが検討されており、単一栽培形態（モノカルチャー）から脱却し、

山岳地帯での営農方法を確立することが急務とされている。  

同国政府は、東部黒海沿岸地域の主要産業である農業を基盤として産業の多様化、

農産加工の振興、観光開発の推進、中小零細企業の育成等の地域振興により雇用の拡

大を図ることを目的として、わが国へ同地域開発のための開発調査「東部黒海地域開

発計画調査」によるマスタープラン策定の協力を要請してきた。この結果、地域格差

の是正を目指し東部黒海沿岸地域開発を促進するためには、地域開発に関連する経

済・社会・環境・制度・人材など全ての要素を包含する「総合的なアプローチ」が必

要であることが提言された（2000 年 8 月）。また、協力プログラム作成調査（2002

年 5 月）及びプロジェクト形成調査（2003 年 3 月）により、わが国による同地域に対

する協力の可能性が検討された。これらを受け、同国政府は、新規の技術協力プロジ

ェクトを要請してきた（2003 年 8 月）。  

その後、東部黒海地域農業開発分野・要請背景調査（2003 年 11 月）によって、同

国の農業分野への具体的な技術協力の可能性の検討が重ねられ、農業を基盤としなが

ら多様な経済活動を組み合わせ、農村の持続可能な所得機会の拡充を図ることで、農

家の生活水準の向上を目指し、営農形態により類型化された地域毎にモデル村を選定

して、成功事例を蓄積し、近隣地域に普及していくことが提案された。  

  

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属・職位 

総括 中村 光夫 国際協力機構 トルコ事務所 所長 

農村開発 財津 吉壽 国際耕種株式会社 主任研究員 

プロジェクト効果

分析 

於勢 泰子 グローバル・リンク・マネージメント株式会社

研究員 

協力計画 村上 真由美 国際協力機構  農村開発部  第三グループ   
乾燥畑作地帯第一チーム  職員 
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１－３ 調査日程 

日付 曜日 総    括 農村開発 プロジェクト効果分析、協力計画

2/28 月 成田13：00→ﾐｭﾝﾍﾝ17：30（LH715）

3/1 火 ﾐｭﾝﾍﾝ11：25→ｱﾝｶﾗ15：25（LH360）

3/2 水 JICA事務所打合せ

農業農村開発省　農業生産開発局表敬・協議

ｱﾝｶﾗ20：00→ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ21：15（TK536）

3/3 木 現地調査及び調査結果整理

～

3/11 金

3/12 土 成田12：25→ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ16：35（NH209）

3/13 日 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ8：30→ﾐｭﾝﾍﾝ09：30（LH964）

ﾐｭﾝﾍﾝ11：25→ｱﾝｶﾗ15：25（LH3360）

3/14 月 JICA事務所打合せ JICA事務所打合せ

日本大使館表敬 日本大使館表敬

農業農村開発省表敬・協議 農業農村開発省表敬・協議

国家計画庁表敬 国家計画庁表敬

ｱﾝｶﾗ20：00→ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ21：15（TK536）

3/15 火 団内打合せ

合同評価委員打合せ

現地調査

PCMワークショップ説明

3/16 水 PCMワークショップ実施

3/17 木 PCMワークショップ実施

PCMワークショップ結果整理

3/18 金 ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ7：15→ｱﾝｶﾗ8：35（TK537）

JICA事務所打合せ

ミニッツ作成

3/19 土 団内打合せ、ミニッツ作成

3/20 日 団内打合せ、ミニッツ作成

3/21 月 農業農村開発省協議

団内打合せ及びミニッツ作成

3/22 火 団内打合せ及びミニッツ作成

3/23 水 JCC候補委員への説明・意見交換

農業農村開発省協議

団内打合せ及びミニッツ作成

3/24 木 ミニッツ署名

3/25 金 日本国大使館報告

JICA事務所報告

ｱﾝｶﾗ20：00→ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ21：15（TK536）

3/26 土 現地追加調査 ｱﾝｶﾗ07：45→ﾐｭﾝﾍﾝ10：00（LH3363）

ﾐｭﾝﾍﾝ12：15→ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ13：20（LH973）

ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ20：45（NH210）→

3/27 日 成田15：55

3/28 月 ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ7：15→ｱﾝｶﾗ8：35（TK537）

JICA事務所報告

ｱﾝｶﾗ15：00→ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ16：00（TK131）

ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ18：00（JL5092）→

3/29 火 成田11：25
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１－４ 主要面談者 

（トルコ側関係者） 

＜合同評価委員＞ 

・農業農村開発省農業生産開発局  

Huseyin VELIOGLU           局長      

 Ahmet Savas INTISAH           部長  

 İ. Halil DUMAN             課長  

 Saliha AKBAŞ             IFAD オルドゥ－ギレスン地域開発  

プロジェクト調整員  

 Refi Ratip ÖZLÜ                    技術者      

 Cemil Can ÇOŞKUN             技術者 

・リゼ県農業局  

Sedat EVCİ               技術者    

 Erdal YIĞCI              技術者  

・トラブゾン県農業局  

 Özgün KALKIŞIM            技術者  

 Cemil PEHLEVAN            技術者  

・アルトウィン県農業局  

Erkan Elfaz ERMİŞ           課長  

 İhsan Oğuzhan DEDE          課長  

・ギュムシャーネ県農業局  

Metin YALVAÇ                         課長  

 Hülya SOMERAN            技術者  

 Soner TÜRKMEN            技術者  

・ギレスン県農業局  

Adnan TEMÜR              課長代理  

 Ayhan USTA                            技術者  

・オルドゥ県農業局  

Yener YILDIRIM            課長  

Nejat AYDIN              技術者  

・トラブゾン水産研究所  

Ali ÇANKAYA              技術者  
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＜合同調整委員会＞ 

・農業農村開発省農業研究局  

 Raif YALSIN 

 Hayriye KELELI 

 

・農業農村開発省防除・管理局  

Selami SELÇUK 

 Oyehmet SEPIROGHI 

 Halil KALEMCI 

 Feitih ÜMUER 

 Miktat TARI 

・農業農村開発省 組織化・支援局  

 Halil KALEMCI 

 Feitih ÜMUER 

 Miktat TARI 

＜関連省庁＞  

・国家計画庁  社会調整局  

 Kamil AYANOGLU           局長  

 Haluk SUREL 

  

・国家計画庁経済調整局農業部  

Aziz Babacan               部長  

 Fusun Atik 

 Mujgan Celikbilek 

 

（日本側関係者）  

・在トルコ日本大使館  

 阿部 知之               大使  

 門間 俊幸               一等書記官  

 

・ JICA トルコ事務所  

 阪本 真由美              所員  

 Emin ÖZDAMAR            ナショナルスタッフ  

 Eser CANALİOĞLU           ナショナルスタッフ  
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第２章 調査結果の要約 

 

２－１ 調査の目的と方法 

本調査の目的は、当該プロジェクトの実施の必要性を再確認するとともに、プロジ

ェクト協力の基本計画（案）を策定し、その実施の妥当性を検証することである。こ

のために、農村地域の現地調査及びプロジェクト関係者の参加による PCM ワークシ

ョップを実施し、ニーズの確認と問題分析を行った。なお、本プロジェクトの開発効

果の確保を目的とし、トルコ側及び日本側の合同評価とした。  

合同事前評価調査団は、合同調整委員会の委員候補者（付属資料 1ミニッツ Annex IX

参照）に対し、プロジェクトの基本計画（案）を説明し、意見交換を行うとともに、

実施に当たっての協力を求めた。  

 

２－２ ミニッツによる確認項目 

以下についてトルコ国側と合意し、農業農村開発省農業生産開発局とミニッツ（付

属資料 1）の署名による確認を行った。  

①プロジェクトの背景、②調査結果、③プロジェクト戦略、④プロジェクトの枠組

み（案）、⑤プロジェクト実施の妥当性、⑥プロジェクト開始までに行う双方の措

置、⑦今後協議すべき事項、⑧その他 

AnnexⅠ  プロジェクト組織図、AnnexⅡ  プロジェクト活動のイメージ図、AnnexⅢ  

技術協力の枠組み、 AnnexⅣ  現地調査結果から考えうるプロジェクト活動、    

AnnexⅤ  農業農村開発省の現状、AnnexⅥ  PCM ワークショップの結果、AnnexⅦ  

PDM（案）、AnnexⅧ  合同事前評価調査団員一覧、AnnexⅨ  合同調整委員会（ JCC） 

 

２－３ プロジェクトの戦略 

(1) 収入向上機会の創出 

東部黒海沿岸地域の経済は険しい地形や国内の主要市場から離れているなどの

原因により停滞している。トルコ国内における地域間格差の拡大は、若年労働力

を農村地域から大都市への流出を誘発しており、同地域においてもこうした背景

により経済的停滞が発生している。地域内の多くの住民は山岳地域に住んでおり、

その生計は農業に依存している。このような農業主体の生活にも関わらず、収入

源の多くは両親の退職金に依存しているところが大きい。このような現状から判

断し、当該地域での農業をベースとした収入機会の創出は最も重要であり、本プ

ロジェクトでは、地域住民の生計向上に貢献すべく、収入機会の創出を考慮して

実施する。 

 

(2) 作物の多様化に適した栽培技術の形成 

当該地域の農業生産の主体はお茶とヘーゼルナッツの栽培であり、これらは政

府の保護政策の下で営まれてきた。しかし、政府は主に農家の自立性を重視し、
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補助行政の見直し、民営化の導入などの新しい政策を押し進めようとしている。

この政策の導入に伴い、本プロジェクトで対象地域である 5 県の地域性を考慮し

ながら、適正かつ導入可能な栽培技術を同定し、その普及を行う。 

 

(3) 土地資源の最適利用を目指した総合的営農形態の形成 

東部黒海沿岸地域は険しい地形上に位置しており、平坦地は非常に限られてお

り、貧しい村が山間部に分散している。これらの農家は自給用の農作物（主にト

ウモロコシ、ジャガイモ、フダンソウ）の生産を行っているが、その栽培技術は

伝統的なものであり、改善の余地があると考えられる。本プロジェクトでは、地

域資源の効率的利用、作付け体系の改善及び作付け率の向上など総合的な営農形

態の形成を検討しつつ実施する。 

 

(4) 女性の社会的地位向上への総合的アプローチ 

女性は農業生産ばかりでなく、地域社会の発展に対しても多大な貢献を行って

いる。本プロジェクトではジェンダー問題に取り組み、女性の社会的地位の向上

に積極的に貢献できるように実施する。 

 

(5) 技術普及のための複数の経路 

成果の発現を促進し、効率的なものとするため、普及の経路を以下の 2 つとす

る。 

－日本人専門家が対象地域の農業技術者に直接技術移転を行うとともに、同農業

技術者を通じた農家への普及 

－選定されたモデル地域の農家への技術指導をモデルとして、同モデル地域への

スタディーツアーの実施等による対象地域全体へのフィードバック 

 

(6) プロジェクトの持続性を確保するためのトルコ国側のオーナーシップ向上 

JICA 協力終了後のプロジェクトの持続性を確保するため、農業関連機関と受益

者の役割とその方向性を明確にする。具体的には、プロジェクトの進捗に従い、

トルコ国側の投入やオーナーシップを高めていく。また、トルコ国側が主体とな

り、プロジェクト終了後の対象地域における農業普及のためのアクションプラン

を作成し、妥当性や規模に十分配慮しながら、日本側は助言等の支援を行う。 

 

２－４ プロジェクトの枠組み（案） 

両者は以下のプロジェクトのフレームワーク（案）について同意した。しかしなが

ら、本案はトルコ側及び日本側の協議に応じて修正され、最終案は Record of 

Discussions（R/D）の合意・署名によって決定される。  
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(1) プロジェクトタイトル 

英名：The Project for Improvement of Livelihood for Small-scale Farmers in the 

Eastern Black Sea Region. 

和名：東部黒海沿岸地域における小規模農家向け生計向上プロジェクト 

 

(2) プロジェクト目標 

生産物の多様化を通じて、農家の所得が向上する。 

 

(3) ターゲットグループとターゲットエリア 

ターゲットグループは、東部黒海沿岸地域の農家及び女性。 

ターゲットエリアは東部黒海沿岸 5 県（トラブゾン、ギレスン、ギュムシャー

ネ、アルトウィン）の全地域とする。特に、当該地域の山岳地域に、より高い優

先度を置く。  

 

(4) 農業開発センターの効果的利用 

農業開発センターはプロジェクトのトレーニングセンターとして活用し、以下

の活動を行う。 

1) 講義、ワークショップ、セミナー及びパネルディスカッションなどの各種トレ

ーニングの実施 

2) トレーニング活動に必要な教材の作成 

3) プロジェクト活動のための関連機関との調整 

 

(5) モデルエリアの選定基準 

1) モデルエリアをトラブゾン県からの 1 村選定する理由 

・導入・適用技術のターゲットエリアへの普及に地理的に適している。 

・地形的に見地から作物栽培の各種実証試験について高い可能性がある。 

・農業開発センターからのアクセスが良い。 

・プロジェクト協力機関である研究所、大学からのアクセスが良い。 

なお、農業農村開発省（MARA）は、プロジェクト実施期間を通して、モデル

エリア運営に必要な土地の確保、適正な管理、問題発生時の解決に全責任を負

う。 

2) モデルエリアの選定基準 

・治安が良いこと 

・山間部の小規模農業開発に高い可能性があること 

・実証試験実施に必要な適切な土地スペースがあること 

・土地所有者及び村民の全面的協力と参加意識が得られること 

・プロジェクト活動の参加者にとって交通の便か良いこと 

・プロジェクト活動の見学者にとって交通の便か良いこと 
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・ヘーゼルナッツ、キウイ、もしくは茶の栽培地があること 

3) モデルエリアの役割 

普及員および農家へのトレーニングを実施する。 

 

(6) 協力期間 

3 年間 

 

(7) プロジェクト実施体制 ※詳細は 4-2 参照。 

実施機関は、MARA の農業生産開発局（TUGEM）であり、プロジェクト実施の

全ての責任を負う。PDM（英語版：付属資料 1 AnnexⅦ、和訳版：付属資料 3）

に示したプロジェクト活動は TUGEM のフィージビリティスタディー・プロジェ

クト部（Department of Feasibility Study and Project）の責任により実施される。  

本プロジェクトの協力機関は以下の通り。  

    MARA 関係局  

①防除管理局（KKGM）  

②組織化支援局（TEDGEM）  

③農業研究局（TAGEM）   

④県農業局 

その他 

⑤茶・園芸研究所 

⑥ヘーゼルナッツ研究所 

⑦養蜂研究所 

⑧黒海農業研究所 

⑨関係大学 

プロジェクト合同調整委員会（ Joint Coordinating Committee）は、プロジェクト

ダイレクターである農業生産開発局長を議長とし、R/D 署名までに結成する。開

催頻度は、半年に 1 度、もしくは必要性が認められた時に開催する。  

プロジェクト運営会議（Managerial and Technical Meeting）は、プロジェクトの

円滑な運営のため、毎月もしくは必要性が認められた時に開催する。プロジェク

ト運営会議のメンバーは Regional Coordinator、プロジェクト対象 5 県の Provincial 

Coordinators 及び JICA 専門家で構成する。  
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第３章 協力プロジェクトの概要 

 

３－１ プロジェクト実施の背景 

３－１－１ 当該国の社会情勢  

(1) 地理及び人口 

トルコ国の国土面積は約 78 万 356 平方 km で、そのうち可耕地は 34.4％、放

牧・牧草地は 26.2％を占め、合計 60.6％が農業に利用されている（表 1 参照）。  

表 1  トルコ国の土地利用（2001 年）  
土地利用  面積（ ’000ha） 割合（％）  

可耕地  26,968  34.4 
放牧・牧草地  20,500  26.2 
森林  20,703  26.4 
その他  10,185  13.0 
合計  78,356 100.0 
出典：トラブゾン県マスタープラン（ 2002 年）  

トルコ国統計局データ（2004 年）によると、人口は 7,056 万人となっている。

また、近年（2000 年～2003 年）の年平均人口増加率は約 1.6％である。年人口

増加率は徐々に減少しているものの、依然として急速に増加している。  

 

(2) 国家経済 

2004 年の 1 人当たりの国内総生産（GDP）は 4,172US$となっている。工業及

びサービス・建設分野の GDP に占める割合は、それぞれ 21％、64％となって

おり、一方、農業分野の GDP に占める割合は 11％となっている。雇用人口の

34％（2004 年）が農業分野に従事し、特に女性の農業分野での雇用率は 57％と

半数以上の女性労働者が農業分野に従事している（表 2 参照）。  

表 2 各産業における GDP 及び従事者率（2000 及び 2004 年）  
2000 年  2004 年   

GDP（％） 従事者率（％） GDP （％）  従事者率（％）
農業  14.1 34.9 11.3 34.0 
工業  23.3 18.1 20.5 23.0 
サービス・建設  58.6 64.0 
その他   4.5 

47.0 
 5.2 

43.0 

出典：  IMF カントリーレポート  No.02/138（ 2000 年）、トルコ国統計局（ 2004 年）  

このように、トルコ国の農業は、土地利用のみならず同国の経済においても

重要な位置を占めている。しかし、農業は雇用人口の大きな割合を維持してい

るものの、GDP 全体に占める割合は年々減少しており、1970 年には 35％、1980

年には 22％、2000 年には 14％と減少しており、2004 年には 11％まで低下して
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いる。  

 

(3) 貧困の状況 

第 8 次 5 カ年開発計画（2001 年～2005 年）によると、1994 年における同国

内の基本的食糧及び健康生活を維持できない絶対貧困層の割合は 8％であり、

また食糧及び消費財などの必需品調達にリスクを持っている割合は約 24％で

ある。特に農村部での絶対貧困層の割合 11.8％は、都市部の 4.6％に比べ高い

値を示している。  

 

３－１－２ 対象セクター全体の状況  

(1) トルコ国の農業セクターの状況 

ア．経済貢献、雇用創出 

黒海沿岸地域は南西アナトリア地域、東部アナトリア地域とともにトルコ

国で開発の遅れた地域である。トルコ国の 1人当たり GDPを 100とした場合、

黒海沿岸、南東アナトリア地域、東部アナトリア地域で、それぞれ 68、56、

41 となっており、GDP が最も高いマルマラ地域（156）と比較すると大きな

差がある。また、これら低開発地域での経済成長率も一般的に低く、しかも

地域の主たる産業である農業部門の成長率が低く押さえられている。（表 3

参照）。  

表 3 トルコ国地域別の経済状況  
部門別 GDP 占有率（1987）  （％） 年平均成長率（1987-1997）（％）

地域  
農業  工業 サービス 合計  農業  工業  サービス 合計

マルマラ  13.6 51.8 36.9 38.1 -0.3 6.3 4.8 5.0 
南東アナトリア  11.7 4.1 4.5 5.3 5.3 5.0 3.6 4.4 
地中海  18.0 8.7 12.5 12.1 2.5 3.6 5.3 4.3 
エーゲ海  20.4 15.2 16.7 16.8 1.2 4.6 5.2 4.3 
中央アナトリア  15.6 10.6 17.7 15.3 -0.2 6.1 3.3 3.2 
黒海  14.5 7.3 8.6 9.0 0.1 4.4 4.1 3.2 
東部アナトリア  6.3 2.2 3.1 3.3 0.7 3.1 2.1 1.9 
トルコ国全体  100 100 100 100 1.2 5.5 4.4 4.2 
出典：トルコ国第 8 次 5 カ年国家開発計画（ 2001 年）  

一方、これら低開発地域では、雇用に占める農業従事者の割合が高く、東

部黒海沿岸地域、南西アナトリア地域、北東アナトリア地域でそれぞれ 63.3％、

39.3％、65.8％となっている（表 4 参照）。  
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表 4 トルコ国地域別における産業分野別雇用人口の就業率  
地域  農業  工業  サービス 地域  農業  工業  サービス

イスタンブール  0.8 42.6 56.7 中央アナトリア  48.7 15.9 35.4 
西部マルマラ  42.2 20.7 37.1 西部黒海  53.1 14.1 32.8 
エーゲ海  37.7 24.3 38.0 東部黒海  63.3 8.3 28.4 
東部マルマラ  22.8 36.5 40.7 北東アナトリア  65.8 4.4 29.7 
西部アナトリア  22.5 21.5 56.1 中東部アナトリア 45.3 11.2 43.5 
地中海  32.8 19.0 48.3 南西アナトリア  39.3 17.1 43.6 
全体  34.0 23.0 43.0  
出典：トルコ国統計局（ 2004 年）  

 

イ．食糧自給率 

表 5 で示すように、トルコ国は 1980 年代以降、食糧自給をほぼ達成してお

り、例えば主要作物である小麦、大麦の自給率は 118％、102％となっている

（1999 年～2000 年）。また、世界食糧サミットの資料によると 1 人当たりの

カロリー消費量は 3,340kcal であるが、トルコ国の農業は自国民の食料消費を

賄っている。  

 表 5 主要農産物の自給率 単位：（％） 
 1980-1982 1990-1992 1999-2000 
小麦  145 114 118 
大麦  106 112 102 
トウモロコシ  100  95  71 
米  －   46  37 
砂糖ダイコン /
砂糖  112 100 137 
ミルク   70  75  96 
牛肉  104  86  93 
羊肉  125 110 102 
鶏 /卵  102 100 101 
出典：世界食糧サミット実施フォローアップ修正報告書式、 

アクションプラン 

 

ウ．作物生産 

表 6 にトルコ国の主要農産物の生産量を示す。主要な生産作物は小麦、大

麦、テンサイ、ジャガイモなどである。また、果樹ではブドウやリンゴ、野

菜ではタマネギなどの生産が多い。 

エ．農産物輸出 

2003 年の農産物の輸出額は輸出総額の 5.2％、24 億 65 百万 US$となってい

る。ほぼ全量が農作物で占められている。このように農業は外貨獲得にも貢

献している（表 7 参照）。  
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  表 6 主要農産物生産量     単位：（1,000t） 
  1999 年  2001 年 2003 年  

小麦  18,000 19,000 19,000 
大麦  7,700 7,500 8,100 
とうもろこし  2,297 2,200 2,800 
テンサイ  17,102 12,633 12,576 
綿花  791 901 884 
たばこ  243 145 112 
ブドウ  3,400 3,250 3,650 
オレンジ  1,100 1,250 1,215 
リンゴ  2,500 2,450 2,600 
ヘーゼルナッツ 530 625 480 
オリーブ  600 600 850 
タマネギ  2,500 2,150 1,750 
ジャガイモ  6,000 5,200 5,300 
ひまわり（種） 950 650 800 
茶  1,096 872 869 

作物生産  

綿実  2,026 2,364 2,490 
牛  350 332 290 
羊  313 303 267 
山羊  55 48 43 肉生産  

ニワトリ  597 615 872 
牛  8,966 8,489 9,514 
羊  805 723 770 ミルク  

生産  
山羊  236 220 278 

 出典： FAO 統計データベース（ FAOSTAT）   

 
表 7 トルコ国の輸出額  

 1999 年  2001 年   2003 年   
 金額  割合 金額  割合  金額  割合

  100 万 US$ （％） 100 万 US$ （％）  100 万 US$（％）
農産物   2,394 9.0 2,234 7.1  2,465 5.2 
うち、農作物  2,386 9.0 2,225 7.1  2,449 5.2 
鉱産品   385 1.4 349 1.1  542 1.2 
工業製品   23,754 89.3 28,695 91.6  43,912 93.3
総額   26,587 100.0 31,334 100.0  47,067 100.0

 出典：ARC レポート 2004（ 2005）  

 

(2) 東部黒海沿岸地域の農業分野の状況 

1) 気象 

図 1 及び図 2 に東部黒海沿岸地域各県の月平均気温と月降水量を示す。トラ

ブゾン、ギレスン、リゼの黒海沿岸の各県は比較的暖かく、最も気温の下がる

1 月平均気温でも 4～7 度である。一方、内陸部に位置するギュムシャーネ県

では他の県と比較し年間を通して冷涼であり、特に冬期では氷点下まで低下す

る。降水量ではリゼ県が年間降水量 2,300mm と降雨に恵まれている反面、ア

ルトウィン県、ギュムシャーネ県ではそれぞれ 663mm、444mm と少なくなっ

ている。トラブゾン県は黒海沿岸の他県と比較し、883mm と低くなっている。  
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出典：トルコ共和国地域開発（東部黒海沿岸地域農業）  

                      プロジェクト形成調査報告書、国際協力事業団（ 2003 年）  

図 1 東部黒海沿岸地域各県の月平均気温  
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          出典：トルコ共和国地域開発（東部黒海沿岸地域農業）  

プロジェクト形成調査報告書、国際協力事業団（ 2003 年）  

図 2 東部黒海沿岸地域各県の月降水量  
 

2) 土地利用 

東部黒海沿岸地域各県の土地利用を表 8 に示す。東部黒海沿岸地域は山岳部

が多く、農地の占める割合は、各県ともトルコ国の平均の 35％より低く、ト

ラブゾン県、ギレスン県では 20％強、アルトウィン県ではわずか 5％である。

トラブゾン県、ギレスン県及びリゼ県ではヘーゼルナッツと茶の栽培面積が大

きく、果樹栽培面積の占める割合が大きくなっている。  
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表 8 東部黒海沿岸地域各県の土地利用（1996 年）   
  単位  ﾄﾗﾌﾞｿﾝ県 ｷﾞﾚｽﾝ県 リゼ県  ｱﾙﾄｳｨﾝ県  ｷﾞｭﾑｼｬｰﾈ県  

合計  ha 466,400 693,409 392,000 751,300 657,500 
農地  ha 110,659 156,963 54,152 37,341 84,094 
農地の割合 ％  23.6 22.6 13.8 5.0 12.8 
耕地  ha 43,598 57,800 1,259 20,781 81,995 
  播種面積  ha 43,598 53,581 1,259 20,756 69,133 
  休閑地  ha - 4,219 - 25 12,862 
野菜（ha）  ha 1,885 4,081 757 2,406 796 
果樹（ha）  ha 65,176 96,082 52,136 14,154 1,303 
出典：トルコ共和国地域開発（東部黒海沿岸地域農業）プロジェクト形成調査報告書、  
国際協力事業団（ 2003 年）  

 

3) 社会・雇用状況 

トルコ国全体の GDP（2,941US$、2000 年）と比較し、東部黒海沿岸地域の

GDP は各県とも低く、特にギュムシャーネ県、ギレスン県、トラブゾン県は

2,000US$以下と非常に低い。一方、就業人口に占める就農人口の割合は各県

とも 60～70％程度と高く、特に女性の農業分野における就農人口は 90％程度

と非常に高い。このことから、東部黒海沿岸地域の各県とも農業に依存した経

済構造になっているといえる。  

表 9 に示すとおり、東部黒海沿岸地域各県の人口は都市部で増加している反

面、農村部では減少もしくは殆ど増加が見られていない。トラブゾン県マスタ

ープラン報告書によるとトラブゾン県では 1990 年から 10 年間に 51,495 人が

他地域へ流出している。また、アルトウィン県の同報告書では、都市部の就業

人口が 1980 年の 116,600 人から 2000 年に 80,276 人と減少しており、雇用適

格年齢層の人口流出が続いていることを示している。ギュムシャーネ県やギレ

スン県のマスタープラン報告書でも同様な報告が記載されており、このような

東部黒海沿岸地域内での農村部から都市部への人口移動や東部黒海沿岸地域

以外への人口流出は、農村部の地域経済停滞の大きな要因となっている。  

 表 9 東部黒海沿岸地域各県の社会・農業雇用状況  
    ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ県 ｷﾞﾚｽﾝ県 リゼ県  ｱﾙﾄｳｨﾝ県  ｷﾞｭﾑｼｬｰﾈ県
面積（km2）*1 4,685 6,934 3,920 7,513 6,575
人口（2000）（人）*1 979,200 524,000 365,900 191,900 186,900

都市部（％）  38.11 23.42 42.56 24.20 26.43人口増加率*1 
（1990-2000）  農村部（％）  6.19 -13.42 -28.96 -30.89 0.08
農業部門の雇用状況（％）*2 64.3 72.65 データなし 60.8 74.7
GDP（2000）（US$）*2 1,927 1,874 2,441 2,815 1,491
出典 *1：トルコ国地域開発（東部黒海沿岸地域農業）プロジェクト形成調査報告書、国際協力事業団（ 2003 年）  

*2：各県のマスタープラン報告書  
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このような農業に依存した経済において所得が低く押さえられている一つ

の要因として土地所有形態が挙げられる。土地を所有していない農家はほとん

ど見られないが、各農家の所有面積は小さく、またそれらの土地は分散してい

る。トラブソン県の場合、平均土地所有面積は 1 農家当り 2.05ha で、所有土

地面積が 1ha 以下及び 1～2ha の農家はそれぞれ 35.8％及び 31.7％であり、こ

れら小農家が全体の 67.5％を占めている。  

 

4) 作物生産 

ア．食用作物 

小麦、大麦、トウモロコシ、ジャガイモ、豆類の生産が大きい。また野菜

ではフダンソウが多く、近年普及しているグリーンハウスではトマトやキ

ュウリの栽培が行われている。果樹の生産も盛んで西洋ナシ、リンゴ、チ

ェリーなどを産する（表 10 参照）。  

          表 10 東部黒海沿岸地域各県における主要生産物（1996 年）  単位（ t） 

    ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ県 ｷﾞﾚｽﾝ県 ﾘｾﾞ県  ｱﾙﾄｳｨﾝ県  ｷﾞｭﾑｼｬｰﾈ県
小麦  59 24,112 - 12,188 50,109 
大麦  34 17,316 - 4,177 28,674 穀類  
トウモロコシ  58,793 38,374 1,595 8,198 891 
乾燥豆類  903 165 158 850 2,674 
カウベッチ  - 2,807 - 4 -
生鮮豆類  2,715 8,029 331 3,195 2,444 
キャベツ  - 1,145 1,114 4,888 

野菜・豆類  

フダンソウ  4,265 8,343 644 540 20 
タバコ  1,929 487 1 24 -

工芸作物  
砂糖ダイコン  - - - - 39,143 

ジャガイモ  132,128 19,378 1,939 20,635 33,774 
ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ 1,844 7,770 - 12,189 37,677 

飼料  
イガマメ  - 1,592 - 2,786 22,362 

茶葉  115,067 11,173 417,600 56,100 -
西洋ナシ  4,337 5,880 2,064 3,468 1,566 
リンゴ  5,867 7,189 1,485 6,883 4,970 
プラム  1,101 1,121 409 1,351 430 
サクランボ  1,955 2,785 198 3,356 534 
Sour cherries 133 182 19 374 1,109 
オリーブ   482 - - 1,367 -
マルベリー  893 1,753 85 2,584 604 
カキ  21 - 126 233 -
ブドウ  - 1,547 392 3,587 -

果樹  

キウイ  3 3 22 1 -
クルミ  780 1,610 230 2,544 537 

ナッツ類  
ﾍｰｾﾞﾙﾅｯﾂ 36,000 76,040 610 4,987 126 

花実果樹類  5,637 7,115 324 5,305 348 
根菜類  400 607 93 646 76 
出典：農業構造 ,  統計局（ 1996 年）  
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イ．茶 

東部黒海沿岸地域の農業生産の大きな特徴は、茶及びヘーゼルナッツの生

産量が多いことである。  

トルコ国は世界第 6 位の茶生産国である。また、トルコ国民 1 人当たりの

茶の消費量も 2.3kg/年と多い。トルコ国で茶の生産が行われている地域はオ

ルドゥ県からアルトウィン県の東部黒海沿岸地域であり、主要な産地はリゼ

県で、国内生産の 7 割を占めている（図 3 参照）。1960 年代にグルジアより

茶を導入し栽培が開始され、1970～1980 年代に栽培面積が拡大し、1990 年

にピークに達している。その後、栽培面積は減少したが、1994 年以降は一

定している。政府は、地域雇用の確保などを目的として、支持価格を設定し、

国営企業であるチャイクル社による買い入れを行う政策を実施しており、農

家が生産した茶の購入は 1984 年民間セクターが導入されるまで国営企業の

チャイクル社が独占していた。チャイクル社の 2003 年年次報告によると、

生茶の購入実績は 65％がチャイクル社、35％が民間セクターとなっている。

政府は、近年の茶木の老化対処や生葉の品質向上のため、毎年 5 分の 1 の剪

定を行う木の若返りを推奨している一方、茶の過剰生産や補助金の財政負担

の増加を理由として、チャイクル社の民営化を検討している。また、本方針

に沿って、茶のキウイフルーツなどへの転換を進めている。  
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出典：リゼ県マスタープラン（ 2003 年）  

図 3 各県のチャイクル社への茶販売量  

ウ．ヘーゼルナッツ 

トルコ国は世界の生産量の約 70％を産し、生産の大半は東部及び西部黒

海沿岸地域において行われており、ヘーゼルナッツは当該地域の基幹産業と

して位置づけられてきた（図 4 及び図 5 参照）。政府は、地域農業振興とし

て農家が生産するヘーゼルナッツを生産者組織である Fiskobirlik によって

支持価格で一定量を買い付ける政策を実施してきたが、近年のヘーゼルナッ

ツの国際市場における過剰供給による価格低下、支持価格での買い取りによ

る財政負担の増加及び農家の自立意識の向上などを理由に、当該政策を撤廃
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するとともに、農業改良プログラムによる転作の奨励（標高 750m 未満で傾

斜度 6％未満の土地及び標高 750m 以上の土地を対象）を行っている。しか

し、ヘーゼルナッツ生産者の経営は脆弱であり、また転作の具体的な保障内

容も示されていないことから転作は進んでいないのが現状である。  
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出典：トラブゾン県マスタープラン（ 2002 年）  

図 4 世界とトルコ国のヘーゼルナッツ生産量  
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出典：トラブゾン県マスタープラン（ 2002 年）  

 図 5 東部黒海地域のヘーゼルナッツ生産量  
 

エ．畜産製品 

各県とも畜産専業経営は少なく、栽培と畜産の兼業農家が非常に多い（表  

11 参照）。特に、内陸部の多いトラブゾン県、アルトウィン県、ギュムシャ

ーネ県では畜産兼業農家が非常に多いことがわかる。  
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 表 11 東部黒海沿岸地域各県の畜産製品の生産量     
  ﾄﾗﾌﾞｿﾞﾝ県 ｷﾞﾚｽﾝ県  ﾘｾﾞ県  ｱﾙﾄｳｨﾝ県  ｷﾞｭﾑｼｬｰﾈ県

   調査年   2001 －  2001 2000 1998 
畜産専業  （％）   0.3  0.9  2.6  0.7  4.3 経営

形態  栽培＋畜産  （％）  82.1 50.0 36.8 79.9 80.3 
ハチミツ  （ t）  1,327 －  629 663 804 
蜜蝋  （ t）  －  －  39 40 －  

牛  （ t）  1,965 －  1,988 843 
肉  
羊 /山羊  （ t）  838 －  48 206 

1,642 

牛  （ t）  192,251 －  51 40,306 
ミルク

羊 /山羊  （ t）  4,601 －       
371 4,340 

52,354 

鶏卵  （ t）  1,613 －  1,076 6,132,000*  －  
出典：各県のマスタープラン  
注* ：鶏卵個数で表示、ギレスン県は生産量データなし  
       

３－１－３ トルコ政府の戦略  

(1) 国家開発計画  

第 8 次 5 カ年国家開発計画（2001 年～2005 年）で示されている達成すべき国

家目標は以下の通り。 

－マクロ経済的持続性の確保 

－競争原理経済の構造改善による持続可能な開発の達成 

－技術力の向上 

－人的資源開発 

－雇用拡大、貧困削減、収入格差是正 

－地域間における開発格差の削減 

－社会保障システムの拡大 

－行政、司法制度の改善 

－政治腐敗の防止 

－文化的、歴史的遺跡の保護 

－エネルギー確保 

－社会基盤施設の整備、生態系バランスの保護 

これらの目標のうち、特に競争原理経済の構造改善による持続可能な開発の

達成、技術力の向上、人的資源開発、雇用拡大、貧困削減、収入格差是正およ

び社会基盤施設の整備、生態系バランスの保護を達成する手段として、農業分

野では効果的農業構造の達成が重要課題として示されている。農業分野での開

発目標として、①組織化され、競争力のある、かつ持続可能な農業部門の達成、

②人的資源、生産向上、農業関連機関の組織能力強化などを含めた生産要素の

効果的活用、③地域自然に適した地域プログラムの重要性への配慮、などが示

されている。 
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(2) 東部黒海沿岸地域開発計画 

第 8 次 5 カ年国家開発計画でもこのような地域間開発格差の削減は重要課題

に取り上げられている。このような状況を背景に、当該プロジェクト対象地で

ある東部黒海沿岸地域では、東部黒海地域開発計画（DOKAP）が立案された。

本計画の農業分野では、①農作物の多様化と集約化、②企業的経営へ向けた開

発（組織化や農業経営の研修）、③土地所有権の改善、④研究・開発の推進、⑤

優秀な農家の参加も得た効果的な普及を戦略としている。 

 

３－１－４ 過去・現在に行われている援助状況  

(1) トルコ国における援助状況 

世界銀行（World Bank）はトルコ国に対し経済危機の解消と経済危機が貧困

層に及ぼす影響の軽減をめざし、農業・環境・公共の各セクター改革など多岐

にわたる支援を行っている。また、国連開発計画（UNDP）は第 8 次 5 カ年計

画支援のための地域間格差是正とガバナンス・地方分権分野における支援を行

っている。国際農業開発基金（ IFAD）は地域開発、農業開発分野での協力を実

施しており、オルドゥ -ギレスン地域開発プロジェクトを実施中である。  

主要な二国間協力国は日本（ JICA）、ドイツ技術協力公社（GTZ）である。他

にもカナダ国際開発庁（CIDA）、米国国際開発庁（USAID）などがトルコ国開

発の支援を行っている。JICA のトルコ国における援助重点分野は、①環境改善、

②経済社会開発促進のための人材育成、③地域間格差是正のための農漁業及び

保健医療等基礎生活分野の改善、④地震災害復興及び防災制度強化、⑤南南協

力支援である。GTZ のトルコ国支援は環境に調和した地方自治能力強化と収入

向上を中心に実施している。  

トルコ国における農業・地域開発分野関連の支援機関の活動を表 12 に示す。 

表 12 トルコ国における援助機関の活動  
プロジェクト名  支援分野  予算額  

（百万 US$）
世界銀行    

 農業改革実施（ARIP）  
 

 参加型潅漑管理投資民営化  
 広域環境機能（GEF）：生物多様
性・自然資源管理プロジェクト

 

 
- 直接収入保障制度の確立、農家支援  
軽減、組織化  

- 水利組合強化、潅漑施設民間運営  
- セクター間協力による保護区、自然  
資源保全  

 
600 

 
20 
8.2 

UNDP 
 開発への女性参加計画  
 南東アナトリア地域社会経済格
差是正計画  

 東部アナトリア開発  
 東部アナトリア開発生物多様性
保全  

 全体的環境施設のための小規模
支援  

 
- 女性社会参加・エンパワーメント  
- 政府・NGO の能力向上  
 
- 地域開発、職業開発、ツーリズム  
- 自然資源管理、雇用機会創出  
 
- 生物多様性保全・利用  

 
0.30 
1.40 

 
0.16 
0.32 
－  
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JICA 
 黒海水域増養殖開発計画  
 黒海カレイ持続的育苗生産技術
開発  

 ホパ地域資源開発調査  

 
- 技術協力（終了）  
- 技術協力プロジェクト（実施中）  
 
- 開発調査（終了）  

 
9.75 億円  
   1 億円  

 
0.11 億円  

IFAD 
 シバスエルズィンカン開発  

 
 
 
 

 オルドゥ -ギレスン地域開発  
 
 
 
 

 ユズガット地域開発  
 ビンウル -ムス地域開発  

 
 

 農業普及・応用研究  
 エルズルム地域開発  

 
- 農村部の収入と農業生産性の向上、
小農家の雇用機会の向上と個人や
グループの自主性高揚、自立制度
の向上、女性を中心とした生活環
境向上。（承認済み）  

- インフラ整備や農業生産（家畜、作  
物、漁業、森林）の改善のための地  
域計画や実施を担う地域共同体を  
形成する為の県の能力開発（実施  
中）  

- 地域開発（終了）  
- 小規模潅漑開発、道路建設、人間開  
発、水供給、作物など生産資材の供  
給改善、農業普及システムの改善な  
ど（終了）  

- 自然資源管理、雇用機会創出（終了） 
- 地域開発（終了）  

 
30.04 

 
 
 
 

51.19 
 
 
 
 

40.53 
52.17 

 
 

167.48 
104.75 

GTZ 
 地方公共団体業務訓練・向上計画
 エルズルム環境に優しい地方公  
共団体業務向上   

 アナトリア地域経済振興計画  
 ベイブルト浸食調整計画   

 
 
（詳細不明）  
 
 

 
不明  
不明  

 
不明  
不明  

出典：各援助機関 HP 

 

(2) 東部黒海沿岸地域における援助状況 

以下に東部黒海沿岸地域、及び周辺地域で実施されている援助状況を示す。 

1) IFAD Rural Development Project 

ア．ドナー概要 

IFAD のプロジェクトは、農業農村開発省が初めて住民参加型を取り入れ  

たプロジェクトである。  

イ．活動概要 

プロジェクト名：オルドゥ－ギレスン地域開発プロジェクト 

実施期間：1997～2005 年の 8 年間を予定  

実施機関：MARA、MOF（Ministry of Finance）、ORKOY（G.D. for Forest  

Village Relations）の 3 省庁  

対象地域：オルドゥ、ギレスン両県の森林や山中の村を対象とし、320 村  

の 4％が参加している。  

目標・成果：①農業生産（畜産、作物の生産向上）、②所得機会の創出（養 

蜂）、③森林生産物の向上、④インフラ整備（道路と飲料水） 

活動資金：総予算額 51.2 百万 US$のうち、 IFAD が 20 百万 US$、その他  

にイスラム開発銀行から 12.3 百万 US$の資金が出されている。 
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2) TKV（Development Foundation of Turkey）  

ア．ドナー概要 

TVK は農業・農村開発分野で 34 年間の経験を有し、トルコ国の 2 大 NGO 

の 1 つである。農業分野の技術指導と所得機会の創出によるマイクロクレ

ジットの 2 本を柱とした協力活動により、トルコ国の農村における貧困層の

所得の増加と生活向上を目指している。スイス、ドイツ、カナダ及び EU 等

のドナーや世界銀行、UNDP、国際労働機関（ International Labor Organization、

ILO）等の国際機関と長い協力関係を結んでいる。  

イ．活動概要 

プロジェクト名：ギュムシャーネ県のシラン地区総合畜産開発  

実施期間：2000 年よりプロジェクトを開始  

実施機関：不明  

対象地域：ギュムシャーネ県のシラン地区の 15～19 村  

目標・成果：畜産（牛品種、飼料、家畜診断、ミルク収集、加工、マーケ

ティング）、養蜂、ニジマス養殖、環境保全関連（ソーラー

パネルを 500 人の女性家屋に設置）、浸食防止・森林保全、

貧困女性を対象とした簡易グリーンハウスによる野菜栽培

やトマトペーストなどの食品加工など広い分野の活動を行

っている。  

活動資金： 不明 

 

3) TEMA（Turkish Foundation for Combating Soil and Erosion, for reforestation and 

the Protection of Natural Habitats）  

ア．ドナー概要 

1992 年設立の比較的新しい NGO であるが、現在はトルコ国でも最大規模  

へと成長している。TEMA の活動は自然保護関連問題（環境保全、森林保全、

生物多様性を守り、農業生産性の低下を守ること）を取り扱っている。東部

黒海沿岸地域ではアルトウィン県・ジャーミリィ（Camili）の養蜂プロジェ

クト、バイブルトの Micro-watershed rehabilitation プロジェクト、エルズル

ムの総合農村開発プロジェクト（主に養蜂、畜産）等があったが、現在の活

動は TEMA のホームページでは公開されていない。  

 

4) 東南アナトリア開発計画、GAP（Yuceli 総合農村開発プロジェクト）  

ア．ドナー概要 

1989 年に中央政府に GAP Regional Development Administration を設置し、 

同国最大規模の大型地域開発プロジェクトとして東南アナトリア開発計画

を実施している。これまでは、特に潅漑、電力等の大型インフラを重視した

開発を行ってきたが、潅漑地域外の所得向上がみられず貧困が著しいことか

ら、FAO の協力を得て、Mardin 地区 Yuceli 地域の参加型を重視したフィー
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ルドサーベイを実施し、住民の参加を重視した総合農村開発計画を提案して

いる。  

イ．活動概要 

実施期間：1997 年～2010 年  

実施機関：GAP Regional Development Administration 

対象地域：トルコ国の最貧地域である南東部アナトリア地域 9 県  

目標・成果：農業関連（農産物の多様化（タバコからの転作）、畜産・牧 

草、コミュニティーフォーレスト）、インフラ（インフラ整 

備と環境）、教育（成人教育）、保健（家族計画）、その他（住 

民の組織化とプロジェクト実施、ツーリズム振興）などであ 

る。 

活動資金：2010 年までに 320 億 US$（1997 年換算）の資金を投入する予

定  

 

３－２ 対象開発課題と現状 

３－２－１ 対象開発課題の枠組み分析  

(1) 農業農村開発省 

トルコ国の農業・農村開発を所管する農業農村開発省（MARA）は、大臣の

下に大きく 6 つのサービスユニットに分かれている（付属資料 3、図 1）。この

うち農家支援の直接的な実施機関として、メイジャーサービスユニットが設置

され、5 部局が配置されている（農業開発および農家支援に関連する局の活動

は付属資料 3 の表 1）。メイジャーサービスユニットのうち、作物・家畜生産な

どに直接携わる機関として農業生産開発局（TUGEM）がある。さらに、TUGEM

内には 11 の部があるが、プロジェクトの計画・立案にあたる部署についてフィ

ジビリティースタディー・プロジェクト部が担当している（付属資料 3、図 2）。  

 

(2) 各県農業局 

トルコ国では、各県に農業局が配置されている。農家への支援の実質はこの

県レベルにおける農業局が担当している。県農業局長の下に、6 つの技術部局

が設置され、また各郡（District）に郡事務所を置いている（付属資料 3、図 5）。

県農業局長は県農業局の管理・運営についての責任を統括しているが、技術的

内容については、各技術部局は MARA 本局のメイジャーサービスユニット内の

関連部局から直接指導を受ける。県農業局の各技術部はメイジャーサービスユ

ニットの各局が計画したプロジェクトや調査を実施し、その成果を報告する。

例えば、県農業局の農家訓練普及部は TEDGEM や TUGEM で計画されたプロジ

ェクトや調査を実施する。農家訓練普及部はプロジェクトや調査に必要な技術

的支援を受けると同時に、プロジェクトや調査の成果・結果は TEDGEM や  

TUGEM に報告される。  

トラブゾン県の場合、17 の郡事務所と県農業局の農業技術者で農家支援を行
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っており、技師 103 名（郡事務所長を含む）、アシスタント 76 名の農業技術者

を擁している（2000 年）。農業技術者は学士を持つ技師と、短大もしくは高校

卒のアシスタントに分かれている。専門分野は農業、化学（分析）、獣医及び農

家経営に分かれている。  

 

(3) 農家・農業技術者への技術指導体制 

農家や農業組織への支援は、農家の支援要請と県農業局によるモニタリング

調査の情報を基に行われている。普及方法としては、栽培マニュアルの配布、

個別農家や農家組合への圃場で行う実演や講義形式で行われるセミナーや訓練

などがある（図 6 参照）。  

 

 農民 
 組合 農民 

モニタリング調査 
技術支援 
技術支援要請 

営農支援要請 

農業農村開発省 

農業生産開発局 防除管理局 

組織化支援局 農業研究局

東部黒海沿岸地域県農業局 
プロジェクト統計部 植物保護部 
家畜衛生部 規制部  
農民訓練普及部  支援部 

研究所 
大学 

農民への支援方法 
1) マニュアル配布 
2) 圃場での訓練 
3) 訓練コース、セミナーな
どの実施 

郡事務所 
(技師, アシスタント) 

普及事業の流れ図   

出典：トラブゾン県農業局での聞き取り 

   図 6 農家の技術普及フロー   

 

また、農家への技術普及を行う県農業局の農業技術者への技術訓練は、県レ

ベルと中央レベルでの活動に分けられる。県レベルでは、農業技術者同士の指

導（技師→アシスタント）、定期的に行われるセミナーや訓練コースなどを通し

て行われる。また、中央では県農業局からの要請に応じ、特定技術に関する訓

練や、研究機関・大学などへの研修講師派遣などを行っている（図 7 参照）。 
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農業技術者への普及訓練流れ図 
訓練の要請と調整 
訓練への参加 

通常のセミナー/
訓練コース 

 

中央レベル 

郡レベル

防除管理局 
(KKGM) 

農業生産開発局 
(TUGEM) 

組織化支援局 (TEDGEM)

アシスタント

技師

県レベル

アシスタント

農業研究局 
 (TAGEM) 

個別研修

特殊課題の訓練 

個別研修

通常のセミナー/  
訓練コース 

訓練要請の集計 
必要な研修の指定

圃場での 
訓練 

国内外の研究機関、大学での
研究訓練 

研究所 

技師

 

 

出典：トラブゾン県農業局での聞き取り 

  図 7 トルコ国における農業技術者への技術訓練フロー  
 

３－２－２ 現状と課題の分析  

(1) プロジェクト地域の営農の現状と課題 

1) 一般事情 

トラブゾン県は黒海沿岸部においても平坦地は非常に少ない。海岸近くや黒

海に流れ込む中小河川の狭い沖積地などわずかな平坦部を除き、ほとんどは傾

斜地で農業が行われている。しかし、黒海沿岸部の比較的平坦な土地では温暖

な気候を利用して、各種作物の栽培が行われている。グリーンハウスも県農業

局の努力もあり徐々に普及されつつあり、また先進的な農家も黒海沿岸部では
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見られる。一方、中山間地やさらに標高の高い地域である山岳部の山間部では

小規模農家が分散しており、急傾斜を利用した主に自給用の栽培が行われてい

る。山岳部では夏場に家畜を山の牧草地に上げる移動式牧畜が行われている。

トラブゾン県の一般な土地利用の概要及び主要生産作物の作付け時期を表 13

及び図 8 に示した。  

  表 13 トラブゾン県の地域別農業の特性  
 黒海沿岸 中山間地 山岳部 

地域特性 

比較的平坦地がある、
グリーンハウス栽培あ
り、地域の市場に出荷
可能 

傾斜地での耕作、小規
模農家が分散、地域の
市場に出荷可能 

傾斜地での耕作、冬場
は降雪（特に西部）、小
規模農家が分散、販路
が少ない 

作付け 
ヘーゼルナッツ、茶、 
野菜・穀物、グリーン
ハウス栽培 

ヘーゼルナッツ、茶、 
野菜・穀物 

ヘーゼルナッツ 
野菜・穀物 

家畜飼育 
牛（茶栽培地を除く） 牛（茶栽培地を除く） 牛、羊（夏場に高地へ

移動牧畜が行われる）

乳製品 
自給用・販売用 自給用・販売用 主に自給用、一部ミル

ク加工工場あり 

出典：本調査における農家聞き取り調査（ 2005 年）   

 

 

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec 施肥

メイズ

ジャガイモ

豆類

フダンソウ

ヘーゼルナッツ 施肥時期 収穫時期

お茶

トマト

キュウリ

レタス*1

化学肥料100kg/0.1ha
（窒素中心）

温室
栽培

露地
栽培

堆肥1.5ton、化学肥料
2-4kg/100m2

堆肥1.5ton、化学肥料
2-4kg/100m2

堆肥中心

堆肥中心

堆肥中心

堆肥中心

堆肥30kg/本、化学肥
料50gk/0.1ha

 

出典：本調査における農家聞き取り調査（ 2005 年） 

図 8 トラブゾン県の一般的な作付け体系  

    

2) 主要作物・畜産の生産状況 

以下に現地調査より得られたトラブソン県の主要作物の栽培状況を示す。 

ヘーゼルナッツ 

ヘーゼルナッツはトラブソンの中部から西部の黒海沿岸部から内陸部に

かけて広く栽培が行われている。トラブゾン県マスタープラン（2002 年）

によると、2000 年のヘーゼルナッツ生産者組合である Fiskobirlik 登録農家

39,303 戸中、16,689 戸が Fiskobirlik に販売している。また、全農家のうち

約 38％の農家がヘーゼルナッツを生産している。自家消費用の一部を除き

殆どは販売用として生産されているが、山間部の小規模農家では耕作面積も
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狭く、生産量も少なく自家消費用のみの生産を行っている農家もいる。  

＜ヘーゼルナッツの一般的栽培、肥培管理法＞ 

①栽培間隔は 4～6m 程度。移植後約 4 年で生産可能となる。 

②施肥は主に化学肥料が施用されている。施肥は窒素分が中心で約 25～

40kg/0.1ha（26％N）が施用されている。農薬は使用されていない。 

③飼育牛糞尿の生堆肥の施用は農家によって異なる。自家生産される生

堆肥は主に家庭菜園を中心に利用されており、余裕がある場合はヘー

ゼルナッツへ施用されている。施用量も農家によって異なるが、概ね

1 輪車 1 杯 /木（約 30kg）程度と想定される。 

④収穫は 8 月に集中する（約 3 週間）。収穫前に、下草が刈られ、収穫後

に古い枝が剪定される。剪定された枝は燃料として、刈られた下草は

家畜飼料用として、またヘーゼルナッツの落葉は畜舎下敷きに利用さ

れる。収量は 50～100kg/0.1ha 程度である。 

⑤収穫が一時期に集中するため、多くの農家は臨時の雇用者（地域住民

や帰省住民）を使って収穫を行っている（約 16～ 20US$/日： 20～ 25

新リラ /日、1US$＝1.278 新リラ、2005 年 3 月 22 日現在）。 

 

    茶 

茶生産は、トラブゾン県東部の黒海沿岸中心に行われている。全農家の内、

24％で栽培を行っている。試験場での聞き取り結果では、茶樹の成型法は日

本のようなライン形式ではなく、茶木が個々に独立した形を基本としている

ようである。実際には圃場全面に広がっている場合が多い。傾斜の厳しい場

所は階段式に栽培されている。  

＜茶の一般的栽培、肥培管理法＞ 

施肥は一般的には化学肥料のみで、 100kg/0.1ha（N26％）程度施用。堆

肥の施用はない。また、農薬の使用もなし。 

①年 3 回の収穫（6 月より 45 日おきに実施）。収穫法は大型のはさみに

より収穫。収量は生葉で 600kg/0.1ha 程度。  

②収穫時期には臨時雇用あり。１収穫期１ha の作業で約６人 /日の労働力

が必要。このうち 2.5 人 /日を雇用（約 20US$、25 新リラ )。 

③女性が主に収穫作業に当たり、男は収穫生葉の搬出、村のチャイクル

（茶公社）所有倉庫への輸送などの作業を行っている。 

④茶樹を若がえらせるために 5 年に 1 回、深く剪定を行う（現在老木の

茶木を若返らせる為の支援のための補助金が出ている）。 

⑤生葉は各村に設置されているチャイクル倉庫へ持っていき、そこで販

売。販売価格は約 0.4US$（0.5 新リラ）/kg 程度。倉庫から工場へはチ

ャイクルの車で輸送される。 
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野菜・穀物 

小規模農家における野菜・穀物栽培はその殆どが自給用作物生産のために

行われている。各農家は約 0.1ha 以下の家庭菜園規模の農地を自宅の近くに

所有し、ここで自給用の野菜・穀物生産を行っている。主要な生産物は夏期

にメイズ、マメ類、ジャガイモが、年間を通して葉物野菜（ほとんどがフダ

ンソウ）が生産されている。一部に、冬期にポロネギやエンドウ、夏期にト

マトなどの栽培も行われる。農地は傾斜がきつく、全ての農作業は手作業で

行われている。茶栽培農家以外の農家は自家の家畜の糞尿を農地へ還元して

いる。化学肥料の施用は少ない。都市近郊の農家は生産物の一部をローカル

マーケットに出して、現金収入の一部にしている。  

 

家畜飼育 

家畜飼育（主に牛）は茶生産の農家を除いて、殆どの小規模農家で行われ

ている。経営規模は非常に小さく、家畜保有頭数は各家族 1～4 頭程度で、

主にミルクの生産を行っており、一部の牛乳や加工製品（チーズ、ヨーグル

ト）の販売を行っている。家畜の所有は各家族で分かれており、親子、兄弟

等が同居していても、所有は区別されている。  

夏場は昼間に農地へ出し草を食べさせるが、冬場は殆ど畜舎での飼育とな

る。山岳部では夏の間 3 カ月ほど山の放牧地で飼育されている。品種はロー

カルとジャージ種の配合種が主体である。県農業局の融資などでミルク加工

工場が導入されている地域（ハムスキョイ村、トンヤ村等）もあり、これら

の地域ではホルスタイン種が飼育されている。家畜の農耕への使用は行われ

ていない。黒海沿岸から中間山地では牛が中心だが、山岳部では羊の飼育も

行われている。  

飼料として、メイズの葉柄・葉や野草枯れ草が給餌されているほか、一部

では飼料ビートなどが給餌されている。また、粉砕トウモロコシや小麦、ミ

ネラルなどを混ぜた配合飼料の給餌も少量ではあるが一般的に行われてい

る。畜舎の下敷き用として、ヘーゼルナッツの枯れ葉が多く利用されている。 

 

グリーンハウス 

トラブゾン県の場合、黒海沿岸の比較的平坦地では、県農業局の積極的な

奨励もありグリーンハウスの導入が進みつつある。夏期にトマト、キュウリ、

冬期にパセリ、レタス、タマネギなどが栽培されている。花卉栽培を行って

いる農家もある。しかし、一般的にはトラブゾン県では傾斜地での栽培が主

体であり、グリーンハウス栽培も限られた農家で導入されているのが現状で

あろう。有機栽培を試みる農家もあるが、認証のための費用が大きく、また

地域での有機作物の理解があまりないことから有機認証を取るまでに至っ

ていない。また、アンカラなどの大都市での有機作物に理解も浸透しつつあ

るようだが、地域内では有機に対する理解が少ない。  

農業局が奨励するグリーンハウス施設の形態は、換気口が設置できる大屋
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根型で 270m2（30m×9m）を基本とする。資材価格は約 7,000US$程度である。

丸屋根型は少ない。 

注：トラブゾン県では 1995 年にグリーンハウス奨励策として数戸の農家にグ

リーンハウスを無償導入し、栽培指導を行ってきた。その後、建設資金

を融資し、県農業局が施設の建設への技術指導を行っていたが、現在こ

の支援は終了している。  

 

その他 

－農家でのその他の生産活動として養蜂、養鶏、果樹栽培などがある。  

－養蜂は黒海沿岸、山間部でもかなり行われている。20 箱前後の箱が設置さ

れて、夏場に蜜源のある場所へ移され、蜂蜜の生産が行われている。収量

は 15～20kg/箱程度と低い。  

－養鶏の多くは自給用で、5～10 羽程度を飼っている農家が多く見られる。  

－果樹は農家の回りで自給用としてブラックチェリーやクルミなどが栽培さ

れている。  

－農家の中には生産拡大の要望があり、有望果樹としてキウイ、クルミ、ブ

ドウイザベラグレープ、ブラックチェリーなどが示された。  

 

(2) プロジェクト地域の農家経済、社会状況の現状と課題 

1) 農家の流出 

山間部の農村における農業労働力の多くは中高年者になっている。特に山深  

い農村部では雇用の場がなく、農家の若年担い手の流出は深刻である。聞き取

りを行った村のうち、ギュムシャーネ県の Pirehmed 村では 90％が、トラブゾ

ン県の Yesilyurt 村では 40％が、Koldere 村では 40％が村を出ている。また、

Pinaralti 村では村全体で雇用適格人口の 20％に雇用がなく、特に若年層につい

ては、80％が雇用のない状況である。  

また、若年労働者の流出による労働力の減少により農地の放棄が進みつつあ

る。このため、これまで居住地近くには現れていなかった野生動物（オオカミ、

熊など）による作物への被害が中山間部で出るようになっている。  

 

2) 農家の現金収入 

農村部の現金収入の機会は少ない。多くの住民の主たる生業が農業であるに  

も関わらず、農産物の多くを自給用として生産しているため、生産物販売によ

る現金収入は非常に少ない。町近郊の農家は地域のバザールへ余剰物を出荷す

ることもあり、野菜、卵、ミルクなどを販売し、約 8～40US$/日（10～50 新リ

ラ /日）の収入を得ている婦人もいた。図 9 にトラブゾン県の農村地域での生

産物の自給と販売の関係を示した。ヘーゼルナッツと茶は換金作物として生産

されているが、その他の作物の多くが自家消費となっている。農家の現金収入

の大きな割合を占めるのが、親の退職金と農家が不定期に行う日雇い労働によ
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る収入である。  

 

  自給用栽培（家畜）生産・労働   販売用作物（家畜）生産・労働 
  

ヘーゼルナッツ
 

生 茶    
飼料生産    手工芸

 

退 職 金  
家畜生産（ミルク、加工品）

 

日雇い労  働  作物生産（主に家庭菜園にて）
 

主食用（小麦粉、米、油、砂糖、お茶等）、  
主要な支出  電気、携帯電話、教育、家畜用飼料  

雇用費（ヘーゼルナッツ、茶収穫）  
 
 

   
出典：農家聞き取りをベースに作成 

注：図中の各活動の大きさは活動規模を示す。 

図 9 農家の生産活動と現金収支   

 

3) 農家の連帯意識 

住民間の協力は、ヘーゼルナッツや茶の収穫時期の農繁期に相互労働力提供

などにより行われているが、住民間の信頼関係はそれほど強くない。特に、日

常生活での女性は、お茶飲み会などでの雑談などを除き共同作業は殆ど行われ

ていない。地域社会の特徴は以下の通り。 

①女性の自立に対する男性側の意識は一般的に低い。実態は男性社会である。 

②村落内での連帯の意識はあまり強くない。 

③氏族間での連携意識が強い反面、外部氏族との交流はあまりない。 

④金銭に関わる事項については氏族内でも信頼関係は薄い。 

⑤女性組合の組織は、トラブゾン県で聞く限り皆無である。 

⑥子供への土地遺産分割による小農の拡大、農地の分散化が大きな社会問題

になっている。 

聞き取り調査の範囲内では、一部の乳製品加工組合を除き、農家組織の存在 

はなかった。また、過去に農家組合があったという情報は得られたが、経理管

理の不徹底や組合長の不適格から組合が崩壊しているとのことである。 
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３－２－３ 日本の援助政策との関連  

(1) 小規模農家の所得向上支援 

我が国の農業開発・農村開発分野の開発戦略の目標として、①持続可能な農

業生産、②安定した食料供給、③活力ある農村の振興、の 3 つが挙げられてい

る。当該トルコ国東部黒海沿岸地域は、農業が経済の大きなウエートを占めて

いるにも関わらず、農村住民の多くは伝統的農業生産活動のもとに、自給用の

農産物生産さえも十分にまかなえない状況にある。 

特に山間部に位置する農村住民は、その地理的特性（消費地から遠距離であ

ること）から、分散した農地、かつ機械力の投入が困難な傾斜地農地での農作

業を強いられ、十分な農業生産高に至らないとともに、生産物の販売を行うに

至っていない。また、所得機会に恵まれない当該地域からの若年労働力の流出

は、地域経済の活性化にも重大な影響を及ぼしている。小規模農家の農業活動

を通した所得向上支援を行うことは、上記の日本の支援方針にも一致している。 

 

(2) 県農業局による農業支援組織の活動向上支援 

本プロジェクトの支援目標である小規模農家の所得向上達成のためには、政

府による農家組織形成、栽培技術普及などの農家支援活動は必須となっている。

農家の多くは農家組織を持たず、独自に栽培と非効率な販売を行っている。一

方で、トラブゾン県ではハムスキョイ地区やトンヤ地区など数カ所で乳牛加工

組合が活動を行っている。これらの組合は組合員から購入した牛乳を集荷し、

加工、販売などを行っている。これらでは、雇用機会の創出、住民の移住削減

に貢献しており、組合の存在意義は大きい。また、農業生産自体からの収益性

がわからないままで農業が行われている。トルコ国政府の農家支援組織（県農

業局が実施している農業技術者を通した普及組織）は一定の整備がなされてお

り、農家への支援方法、農業技術者の教育などは組織上整備されていると考え

られる。しかし、農家支援の実態は、機材（車両）の不足などもあり農家との

コンタクトも十分とはいえない。また、各種作物の栽培マニュアル等もかなり

整備されているが、栽培立地、資金実態と一致しないマニュアルも多い。農家

支援には農業技術者の支援活動が必須であり、本プロジェクトでも支援組織の

活性化による農家の所得向上支援を積極的に検討する必要がある。政府普及組

織の活性化は、政府と農家間の信頼性向上と活力ある地域振興に極めて重要で

あり、他地域への波及効果から考え、積極的に支援していくことが重要である。 
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第４章 実施体制 

 

４－１ 実施機関と関連機関 

４－１－１ 実施機関 

農業農村開発省の農業生産開発局（TUGEM）がプロジェクト実施に関する全ての

責任を負う。PDM に示したプロジェクト活動は TUGEM のフィジビリティー・プロ

ジェクト部の責任により実施される。  

 

４－１－２ 協力機関 

プロジェクトは以下に示す機関との協力をもって実施される。また、予想される

各機関の主な協力内容を示す。 

－防除管理局（KKGM）  

害虫や病気の同定、病害虫防除、自然農薬利用法  

－組織化支援局（TEDGEM）  

農家組織化、女性グループ支援、モデル農家や他地域の活動事例紹介  

－農業研究局（TAGEM）  

研究機関への連絡、協力依頼  

－茶・園芸研究所  

肥培管理法、更新法、収穫後処理、キウイフルーツ栽培法などの指導  

－ヘーゼルナッツ研究所  

肥培管理、樹園の下地利用法などの指導  

－養蜂研究所  

飼育法指導、必要資材の紹介と提供  

－県農業局  

モニタリング活動協力、栽培・営農分野の講師の紹介、栽培マニュアル作成  

－黒海農業研究所  

研究内容の紹介、各種技術指導  

－各種大学（黒海技術大学、アンカラ大学等）  

研究課題への取り込み、講師の派遣  

各研究局の活動概要は付属資料 3 の 2 (3)を参照のこと。  

 

４－２ プロジェクトの運営管理・評価体制 

４－２－１ 運営体制 

プロジェクトの運営母体は農業農村開発省（MARA）の農業生産開発局（TUGEM）

である。TUGEM はプロジェクト管理者としてリージョナルコーディネーターを派

遣し、当コーディネーターがプロジェクト実施の責任者となる。TUGEM（アンカラ

に所在）にプロジェクトダイレクター（局長）とジェネラルコーディネーターを配

置し、それぞれ資金的、事務管理的にプロジェクトを統括する。一方、対象地域内
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の各県からプロビンシャルコーディネーターを配置し、プロジェクト実施への技術

的、事務的支援を行う。また、関係研究機関、大学からの技術的支援も得る。プロ

ジェクトの実施にあたり、プロジェクト合同調整委員会、プロジェクト運営会議を

設置する。図 10 にプロジェクトの運営組織図を示す。  
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プロジェクトマネージャー（農業生産開発局）
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合同調整委員会
（議長：プロジェクトダイレクター）

農業技術者(各県農業局）

図 10 プロジェクト運営組織図  
 

(1) 活動拠点 

農業開発センター 

本調査の対処方針では、トラブゾン県農業局をプロジェクト活動の拠点と 

することを想定していたが、トルコ側との協議の結果、農業開発センターを

活用することになった。この理由として、当初予定していたプロジェクト活

動場所であるトラブゾン県農業局に人員を配置した場合、本プロジェクトの

活動範囲がトラブソン県のみとの誤解を対象地域内の他の県から受けかねな

いこと、またトルコ国側がプロジェクト対象地域における普及の拠点として

農業開発センターの利用を前提に本プロジェクトの実施を考えており、強い

要請があったことなどが挙げられる。 

このため、本調査団では農業開発センターを専門家やカウンターパートの 

配置場所とし、また、以下のような活動を行うことで合意した。 

農業開発センターは農家や農業技術者の技術・知識の習得の場として位置 

づける。そのため。以下のような役割を担う。 
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  講義、ワークショップ、セミナー、パネルディスカッションなどを通 
した各種技術を紹介する。 

  訓練活動に必要な教材を作成する。 

  プロジェクト活動のための関連機関への調整を行う。 
  プロジェクト実施活動の広報を行う。 

農業開発センターとして利用する施設は、現在国家教育省に所属しており、 

農業高校として利用されているが、2005 年 7 月をもって閉校し、本プロジェ

クトに活用されるように調整が行われている。しかし、施設の所属は引き続

き国家教育省ではあるが、施設の運用に当たっては MARA がプロジェクトの

十分な運営管理を行うように、日本側から提言していくこととなった。  

 

モデル地区 

モデル地区は農家や農業技術者への訓練の場として位置づける。農業開発

センターで得られた各種技術について現地適用可能性を実証し、得られた適

用可能な技術を対象地域へ普及していく。以下にモデル地区の役割を示す。 

 現地適応できる栽培、営農技術の実証・実習を行う。 

 農家、女性グループの共同作業、組織化を促進する。 

 スタディーツアーにより対象地域の農家、農業技術者へ活動を紹介する。 

(2) プロジェクト合同調整委員会（ Joint Coordinating Committee）  

プロジェクト合同調整委員会（ JCC）はプロジェクトダイレクターでもある

農業生産開発局長を議長とする。委員としては農業生産開発局フィジビリティ

ー・プロジェクト部長を始め、メイジャーサービスユニットの各局（防除管理

局、組織化支援局、農業研究局）、茶公社、関連研究機関（茶・園芸研究所、黒

海農業研究所、養蜂研究所、ヘーゼルナッツ研究所）の代表者、対象地域内各

農業局長及び各県プロビンシャルコーディネーター、及びプロジェクト長でも

あるリージョナルコーディネーターとし、より総合的な協力事業の展開への支

援を行う。 JCC の組織図を図 11 に示す。  
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出典：MARA（ 2005 年） 

  図 11 プロジェクト合同調整委員会（JCC）組織図  

 

(3) プロジェクト運営会議（Managerial and Technical Meeting） 

プロジェクト運営会議はプロジェクトの円滑な運営のため、毎月あるいは必  

要に応じ開催される。プロジェクト運営会議のメンバーはリージョナルコーデ

ィネーター、調査対象 5 県のプロビンシャルコーディネーター及び JICA 専門

家で構成される。  

 

４－２－２ モニタリング・評価体制 

プロジェクト実施期間中を通して、プログレスレポートを半年に 1 度作成し、JCC

の承認を経て、MARA 及び JICA に提出する。アニュアルレポートは毎年作成し、

JCC の承認を得る。また、トルコ国側関係機関及び JICA により、中間評価（協力

期間の中間時点）及び終了時評価（協力期間終了約 6 カ月前）を実施する。これら

の評価においてはプロジェクト目標達成度の検証とプロジェクトの方向性につい

ての提言を行う。  
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第５章 プロジェクト基本計画 

 

５－１ 上位目標 

上位目標 農家の生活が向上する。 
指標 未定 

この上位目標は、トルコ国の農業・農村開発における中長期的な目標として位置づ

けられる。トルコ国は、第 8 次 5 カ年国家開発計画（2001～2005 年）の中で、「地域

間開発格差の縮小」や「雇用拡大・貧困削減・収入格差是正」を特に重点課題として

掲げている。プロジェクトを通じて、普及員の能力強化や農家への技術指導を通じて、

農家の所得向上を図ることにより、中長期的には、農家の生活が向上し、トルコ国内

の地域間開発格差の縮小に寄与するものと考えられる。 1 

 

５－２ プロジェクト目標 

プロジェクト目標 生産物の多様化を通じて、農家の所得が向上する。 
指標 モデルエリアの農家の所得 

プロジェクトは、適切な栽培技術の導入、収入源の拡大・多様化、マーケティング

支援などを通じて、モデルエリアの農家の所得を向上させることを目標としている。

プロジェクトの対象となる東部黒海地域は平地が少なく、山岳部の狭小な傾斜地を利

用して農業が営まれているため、多種多様な農作物を大量生産することは困難である。

しかし、プロジェクトの中で、茶やヘーゼルナッツ以外の作物栽培の可能性を検証し、

単一作物栽培から多品目栽培へと転換を図ることにより、農業所得が向上することを

目指している。さらに、同地域は、大量消費地から離れているため、ほとんどの農作

物が自給用に生産され、現金収入を得る機会が少ない。このような状況を改善するた

めに、プロジェクトでは、農業生産物のマーケティング支援も行い、農家の所得向上

に貢献することを目指す。  

プロジェクトでは、農家の所得向上を目標としているが、プロジェクト目標の達成

が、成果によってもたらされるものであることを明確にするために、「生産物の多様化

を通じて」を追記した。成果の詳細については後述するが、成果 2 の「酪農・養蜂・

農産物加工・養鶏・手工芸品生産の改善・普及」が、プロジェクト目標の「生産物の

多様化」を意味する。成果 1 の「農業生産に、適切な技術が導入される」と、成果 2

の「酪農・養蜂・農産物加工・養鶏・手工芸品生産の改善・普及」の結果が、プロジ

ェクト目標の「農家の所得が向上する」につながるためには、成果 1・2 によって生産

される産品が、適正価格で売れなければならない。したがって、成果 1・2 を補完する

形で、成果 3「農家が、生産物を適正価格で販売できるようになる」を設定した。す

なわち、3 つの成果が効果的に融合された結果、プロジェクト目標が達成されるよう

な関係になっている。  

                                             
1 本調査では、トルコ側と上位目標について十分に協議する時間がなかったので、R/D 締結までに、
上位目標「生活が向上する」の定義と、その指標を設定する必要がある。  
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なお、プロジェクト目標の達成度を測る指標として、モデルエリア内の農家所得を

設定した。プロジェクトの対象地域は、東部黒海地域 5 県であるが、農家への直接的

な技術指導は、モデルエリアを中心として行われることになっている。プロジェクト

目標の指標を設定するにあたり、協力期間の 3 年以内で確実にプロジェクト効果の発

現が期待できそうな地域に絞り込むことが妥当であると判断し、モデルエリア内のみ

の農家の所得向上を指標として設定した。具体的な指標の数値は、プロジェクト開始

時のベースライン調査の結果を踏まえて、設定する予定である。  

 

５－３ 成果 

(1) 成果 1 
成果 1 農業生産に、適切な技術が導入される。 

指標 
モデルエリア内で、1)単位当たり収量、2)作付け率、3)堆肥を
導入した農家の数、が増加する。 

成果 1 では、農業生産に適切な技術が導入されることにより、栽培技術の効率化が

図られることを目指している。栽培技術の効率化とは、投入に関する無駄な支出を抑

制し、最小限の投入で生産性を高めることを意味する。すなわち、農業生産に適切な

栽培技術を導入することが、プロジェクト目標である農家の所得向上に寄与するとい

う関係になっている。  

成果 1 で対象とされる農作物の種類は、まだ、具体的には決定していない。プロジ

ェクト対象地域では、茶とヘーゼルナッツが主要作物となっている。しかし、プロジ

ェクトでは、狭小な耕地の有効利用を通じた作物の多様化を目指しているので、でき

るだけ多種類の作物が既に栽培されている村をモデルエリアとして選定する。モデル

エリアは、まだ決定していないが、プロジェクトの対象である 5 県から 1～2 の村を選

定することになっている。そのうち一つは、トラブゾン県から選定することを既に決

定している。モデルエリアの選定後、技術指導の対象となる作物を決定する。  

成果 1 の指標としては、1)単位当たり収量、2)作付け率、3)堆肥を導入した農家の

数、の 3 種類を設定している。具体的な目標値は、プロジェクト開始後のベースライ

ン調査の結果に基づいて設定する。 

 

(2) 成果 2 
成果 2 収入源が拡大・多様化される。  
成果 2－1 小規模酪農が、改善・普及される。  
指標 2－1 モデルエリア内で、適切な小規模酪農技術を導入した農家数  
成果 2－2 小規模養蜂が、改善・普及される。  
指標 2－2 モデルエリア内で、適切な小規模養蜂技術を導入した農家数  
成果 2－3 小規模農産物加工が、改善・普及される。  
指標 2－3 モデルエリア内で、適切な小規模農産物加工技術を導入した農

家数  
成果 2－4 小規模養鶏が、改善・普及される。  
指標 2－4 モデルエリア内で、適切な小規模養鶏技術を導入した農家数  
成果 2－5 手工芸品の生産体制が、改善・普及される。  
指標 2－5 モデルエリア内で、設立されたマーケティング団体・生産者団

体の数  
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プロジェクトは、山岳部の小規模農家を対象としている。山岳部では平地が少  

なく、栽培面積が限られているなど、地勢条件に恵まれない。このような不利な

地勢条件の中で、農家の所得向上を図るためには、単に農作物の生産高を増加さ

せるだけではなく、農作物栽培以外による収入源を確保する必要がある。プロジ

ェクト対象地域で、有望となりそうな収入源として、酪農、養蜂、農産物加工、

養鶏、手工芸品生産が考えられる。これら 5 種類の成果の指標としては、研修で

指導される各適正技術を導入した農家数を設定しているが、具体的な目標値につ

いては、プロジェクト開始後のベースライン調査の結果を踏まえて設定すること

になっている。  

 

(3) 成果 3 
成果 3 農家が、生産物を適正価格で販売できるようになる。 
指標 3－1 設立されたマーケティング団体・生産者団体の数 
指標 3－2 純利益がプラスになる。[（販売価格）－（投入コスト）]＞0 

生産段階における技術が改善・普及されたとしても（成果 1・2）、生産物が売

れなければプロジェクト目標の達成には至らない。「農家の所得向上」というプロ

ジェクト目標を達成するためには、売れるための仕組みが確立されなければなら

ない。したがって、「農家が、生産物を適正価格で販売できるようになる」を成果

3 として設定し、その指標として、1)（新規に）設立されたマーケティング団体・

生産者団体の数、2)純利益がプラスになる、を設定した。  

 

５－４ 活動 

本調査では、トルコ側と具体的な活動を検討することができず、詳細活動計画（PO）

の作成には至っていない。成果 1・2・3 に対する主な活動は、1)普及員に対する研修、

2)農家に対する研修、3)研修マニュアルの作成、4)モデルエリア以外の農家に対する

スタディーツアー、の 4 種類である。以下の成果 1～3 に対する活動に関しては、今後、

R/D 締結までには、1)どこで（モデルエリア内、モデルエリア外、農業開発センター）、

2)誰を対象に（農業技術者、農家）、3)どのような技術を（対象作物など）、指導する

のかということを明確にし、PO を作成する必要がある。  

(1) 成果 1 に対する活動  
成果 1 農業生産に、適切な技術が導入される。  
活動 1－1 農業生産に関する研修を普及員に対して実施する。  
活動 1－2 農業生産に関する研修を農家に対して実施する。  
活動 1－3 研修マニュアルを作成する。  
活動 1－4 モデルエリア以外の農家に対して、スタディーツアーを実施する。

 

(2) 成果 2 に対する活動 
成果 2 収入源が拡大・多様化される。  
活動 2－1 収入源拡大・多様化のための研修を普及員に対して実施する。  
活動 2－2 収入源拡大・多様化のための研修を農家に対して実施する。  
活動 2－3 研修マニュアルを作成する。  
活動 2－4 モデルエリア以外の農家に対して、スタディーツアーを実施する。
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(3) 成果 3 に対する活動 
成果 3 農家が、生産物を適正価格で販売できるようになる。  
活動 3－1 マーケティング組織・生産者団体を設立（組織化）する。  
活動 3－2 マーケティング研修を実施する。  

 

(4) その他の活動 

成果 1～3 に対応する上記 3 種類の活動に加え、プロジェクトの成果を確実に把  

握するために、以下の活動も行う。  

活動 4－1 プロジェクト開始時に、モデルエリア内でデータ収集を行う。 

成果やプロジェクト目標の指標に関して、現時点でのデータが存在しない。し

たがって、プロジェクト開始時に、モデルエリア内の農家の「所得」、「単位当た

り収量」、「作付け率」、「堆肥を導入している農家数」、「農作物の栽培に要するコ

ストと販売価格」などに関して、ベースライン調査を実施する必要がある。プロ

ジェクト開始時のデータを入手することにより、そのデータを基準として、成果

やプロジェクト目標の具体的な指標（目標値）を設定することができる。 

活動 5－1 プロジェクト期間中、各活動のモニタリングを行う。 

プロジェクトでは、農家や農業技術者への研修が活動の中心となっている。研

修を円滑に行い、確実な成果をあげるためには、プロジェクト期間中のモニタリ

ングは欠かせない。単に、研修終了後にアンケート調査を行うだけでなく、受講

生が実際に学んだことを適用しているかどうかをモニタリングすることが重要で

ある。このようなモニタリング活動は、プロジェクト効果の持続性を保つために

も不可欠である。 

 

５－５ 投入 

(1) 日本側の投入 

1) 長期専門家派遣 

長期専門家の指導科目としては、以下の 2 分野（各 1 名）を予定している。 

・総括 /農村開発  

・栽培 /業務調整  

2) 短期専門家派遣 

短期専門家の人数は年 2 名程度を想定し、成果 2 にあげられている分野（酪農・

養蜂・農産物加工・養鶏・手工芸品生産）の指導が可能な専門家を派遣する予

定。  

3) 研修員の受入れ 

カウンターパートの本邦研修（年 2～3 名程度）を予定しているが、分野、時

期は、未定である。 
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4) 機材供与 

プロジェクトでは、大規模資機材を導入するのではなく、既存の資源・資機材

を最大限に利用し、持続可能な農業システムを確立し、同システムをプロジェ

クト対象地域に普及させることを目指している。したがって、日本側からの機

材供与は、最小限に抑えることでトルコ側と合意した。具体的な供与機材につ

いては、未定である。 

 

(2) トルコ側の投入 

1) カウンターパートの配置 

プロジェクトのカウンターパート機関は、MARA の TUGEM である。プロジェ

クトの実施にあたっては、付属資料 3 に記載されている機関からも協力を得る。  

2) 施設の提供および運営費 

農家・普及員への研修は、トラブゾン県の農業開発センターで実施する。トル

コ側は、トラブゾン県内でモデル地区を選定し、同センター内にプロジェクト

事務室を設置する。モデル地区とプロジェクト事務室の管理費は、MARA が負

担することになっている。  

3) 車輌 

トルコ側から、車輌は JICA より提供してもらいたいとの要望があった。トル

コ側と日本側で、どちらが車輌を提供するかについて協議を行ったが結論が出

ず、R/D 締結時までに協議を重ねて決定することで合意した。 

 

５－６ 外部条件とリスクの分析 

今回の調査では、日本側・トルコ側で外部条件やリスク要因を十分に検討する時間

がなかったので、「活動→成果」への外部条件と「成果→プロジェクト目標」への外部

条件の欄は空欄のままである。「活動→成果」への外部条件として、「病害虫が発生し

ない」や「異常気象が発生しない」を外部条件とすることも考えられる。しかし、病

害虫の発生や気象の変化への対処策を指導することが、プロジェクトでの研修内容に

含まれることを考えると、それらの要因を外部条件としてあげておく必要はない。外

部条件すなわちリスク要因を、プロジェクトの枠組み内に取り込んでいない場合、そ

のプロジェクトが成功しない可能性が高いからである。 2 むしろ、その対処策を含め

た指導を行うことが、成果の達成を確実にすると考える。 

 

５－７ 前提条件 

モデル地区を 1 村にするか 2 村にするかは、未定である。なお、モデル地区を選定

する際には、プロジェクトの活動に対して地区内の農家の協力が得られるよう、プロ

ジェクトの主旨を十分に説明しておく必要がある。 

                                             
2 プロジェクトを実施することによるリスク（負のインパクト）は、 7-4 の (4)「負のインパクト」
の項を参照。  
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また、農家や普及員の研修は、トラブゾン県にある農業開発センターで行われるこ

とになっている。現在、同センターは、トラブゾン県の農業局の管轄下にある。しか

し、プロジェクトの対象地域は、トラブゾン県だけでなく、ギレスン、リゼ、ギュム

シャーネ、アルトウィンの 4 県も含んでいる。プロジェクトのカウンターパートは

MARA であるので、プロジェクトの活動が円滑に行われるためにも、少なくともプロ

ジェクト期間中は、同センターが MARA の管轄に置かれる必要があり、日本側は本件

をトルコ側に要求した。しかしながら、今回の調査では、同センターを MARA の管轄

に置くことは非常に難しいと MARA から回答があった。同センターを MARA の管轄

に置くことができないとしても、MARA が同センターに対する資金配分、人材配置、

各県のコーディネーターの役割を明確にし、既存のシステムを効果的に機能させるよ

う努力することが求められる。  
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第６章 ニーズ調査及び問題分析の結果 

 

６－１ PCM ワークショップの概要 

PCM 手法の特徴の一つに「参加型」がある。プロジェクトの計画段階で開催される

PCM ワークショップに、プロジェクト関係者が参加することにより、彼らのプロジェ

クトのオーナーシップが高まることが期待されている。2005 年 3 月 15 日の午後、ト

ラブゾン県にある農業開発センターにて、PCM 手法についての説明を行い、翌日 3 月

16 日、17 日の 2 日間で、東部黒海地域での農業・農村開発プロジェクトの枠組みを作

成するために、PCM ワークショップを開催した。今回の PCM ワークショップには、

MARA、東部黒海地域の 6 県の農業局、研究機関、JICA などのプロジェクト関係者が

参加した（参加者については付属資料 2 の AnnexⅧを参照）。  

本ワークショップの具体的な目的としては、1)プロジェクトの対象地域・セクター

が直面している問題をワークショップ参加者に認識してもらい、その問題意識を参加

者全員で共有すること、2)参加者に問題解決の手段を検討する機会を与えることによ

り、「自分が何をすべきか」という自覚を芽生えさせること、3)プロジェクト開始後の

プロジェクト関係者のオーナーシップを醸成すること、などがあげられる。すなわち、

PCM ワークショップには、プロジェクト関係者の動機付けを促すことが期待されてい

る。  

 

６－２ 問題分析 

プロジェクトの計画の第 1 段階である問題分析では、最初に、モデレーターが、「東

部黒海地域が、農業分野でどのような問題を抱えているか」を参加者に問いかけ、参

加者が思いつく問題を列挙した。複数あげられた問題の内容確認や因果関係の整理を

行いながら、中心問題が「農家の所得が十分でない」に決定された。  

さらに、中心問題の原因を検討した結果、直接原因として、「農家が農産物を適正

価格で販売できない」、「単位当たり収量が少ない」の 2 つがあげられた（図 12 参照）。

各直接原因の原因について、さらに分析したところ、前者の原因としては、「市場で販

売できるほどの収穫高がない」、「（作物によっては、無計画な）過剰生産になっている」、

「加工業が未発達である」、「農産物の質が良くない」、「マーケティング組織が不足し

ている」などが、後者の原因としては、「農家・普及員への研修機会が不足している」、

「適切な農業技術が普及していない」、「気候条件が良くない」などがあげられた（詳

細は付属資料 1 Annex VI「Problem Analysis」を参照）。  
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　　　　　　 　① 　　　　②

 農家の所得が十分でない。

農家が農産物を適正価格で
販売することができない。

 単位当り収量が少ない。

中心問題

直接原因

 

図 12 問題分析の結果（問題系図）  

 
６－３ 目的分析 

目的分析では、まず、ステップ 1（問題分析）で中心問題として設定された「農家

の所得が十分でない」を、望ましい状態を示す表現に変え、中心目的を「農家の所得

レベルが向上する」に設定した。この中心問題を達成する手段を、問題分析の結果（問

題系図）を基に討議した。  

問題系図の直接原因を肯定的な表現に変えることにより、中心目的を達成するため

の直接手段として、まず、「農家が農産物を適正価格で販売することができる」・「単位

当たり収量が増加する」の 2 つの手段があげられた（図 13 参照）。その後、これら 2

つ以外に、中心目的を達成するための直接手段となりえるものはないかと検討したと

ころ、3 番目の直接手段として「農業外収入源が拡大される」が追加された。農業外

収入源には、女性による手工芸品の生産・販売などが含まれる。  

 

　　　　　　 　① 　　② 　③

 農家の所得レベルが向上。

農家が農産物を適正価格で
販売することができない。

 農単位当り収量が
 増加する。

中心問題

直接原因
 農業外収入源が
 拡大される。

 

図 13 目的分析の結果（目的系図）  

 

さらに、各直接手段を達成するための手段を検討したところ、①に対しては、計画

的な生産、加工業の発達、農産物の品質改善、マーケティング団体の組織化、などが

あげられた。②に対しては、農家・普及員への研修の実施、適切な農業技術の普及、

などがあげられた。③に対しては、女性による産品の販売、女性による展示会の実施、

などがあげられた。 

目的分析を深めていく過程で、③の「農業外収入源」の定義を明確にする必要があ

った。養鶏、水産、養蚕、養蜂、酪農などは、農業に含まれるのか否かについて議論

した結果、すべて農業に含まれるという解釈で、参加者全員が合意し、それらの改善

を図るためのアプローチは、①を達成するための手段として整理された。したがって、

③の「農業外収入源」には、女性による編物、洋裁、アクセサリー作り、木彫り、な
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どのみが含まれるということで、参加者が合意した（詳細は、付属資料 1 Annex VI

「Objective Analysis」を参照）。 

 

６－４ プロジェクトの選択 

プロジェクトを選択する際のクライテリアとなりえるものとして、以下の基準につ

いて説明を行った。各クライテリアの具体的な内容は表 14 の通り。 3 

 

表 14  プロジェクト選択の際に用いたクライテリア  
有効性 プロジェクト目標の達成見込み 

実現可能性 資金・組織面などからのプロジェクト実施可能性の見込み

政策上の優先度 トルコ側・日本側の政策および方針 

組織能力 カウンターパート機関の組織運営能力 

自立発展性 プロジェクト効果の継続への配慮 

予想される負のインパクト プロジェクト実施による負のインパクトの見込み 

 

完成した目的系図の中から、「どの手段をプロジェクトの要素として選ぶか」を参

加者全員に問いかけたところ、「①～③のアプローチのうち、どれか一つを選ぶべき」

という意見が出された一方で、「①～③は、互いに関連しているので、どれか一つだけ

を選ぶだけでは『中心目的』が達成できないのではないか」という意見も出された。

①～③の各アプローチの特色を再確認し、中心目的達成への貢献度を協議した結果、

①～③のすべてのアプローチをプロジェクトに含めることで合意が得られた。ただし、

①～③の傘下に列挙されたすべての手段をプロジェクトに含めるのではなく、中心目

的を達成するための手段として、特に重要と判断されるもののみ、今回のプロジェク

トに含めることになった。 

既述のクライテリアを念頭におきながら、本プロジェクトの中に含めることができ

る活動を検討し、プロジェクトの枠組みを計画することになった。本来ならば、プロ

ジェクトを選択した後、PDM を作成する段階で、プロジェクト目標が決定されるので、

必ずしも「中心目的＝プロジェクト目標」となるとは限らない。しかし、今回のワー

クショップでは、目的分析の段階で、「中心目的＝プロジェクト目標」という認識が、

参加者全員の中にあったようである。それゆえに、①～③のアプローチをどれか一つ

か二つを選択するのではなく、参加者全員が、すべてのアプローチに含まれる要素を

何らかの形でプロジェクトの活動として含めたいと考えた。その結果、①～③の各ア

プローチの要素を含めたプロジェクトを計画することで合意し、後述する PDM で、

中心目的がプロジェクト目標として設定されることになった。 

 

６－５ PDM の作成 

既述の目的系図に基づいて、PDM を作成した。プロジェクトの選択で、直接手段①・

②・③のすべてを選択したので、これら 3 つの直接手段が達成を目指すもの、すなわ

ち、中心目的である「農家の所得が増加する」が、プロジェクト目標として設定され

                                             
3 プロジェクトを選択する際に、決まったクライテリアは存在しないが、今回のワークショップで
は、PCM 手法で、比較的よく用いられるクライテリアを選択して呈示した。  
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た。目的系図における「手段→目的」の関係を PDM の縦の論理に置き換えると、目

的系図で中心目的の一段下にある直接手段が、PDM の「成果」の欄に記入されること

になる。しかし、本ワークショップでは、目的分析を行う際に、各レベルの「手段→

目的」の関係を十分に吟味する時間がなかったため、必ずしも、すべての目的カード

が、論理的に「手段→目的」の関係になっているわけではなかった。したがって、PDM

を作成する際には、「成果」および「活動」になる事項を、「活動」と「成果」が「手

段→目的」の関係になるように再整理した（PDM の詳細は付属資料 1 又は付属資料 2

を参照）。  

「成果」の設定にあたっては、前述の目的分析で議論の中心となった「農業外収入

源」の定義を再確認した。広義では、養蜂や養鶏は農業に含まれる。しかし、本プロ

ジェクトの対象地域では、農業の中でも、主要な活動は農作物の栽培であり、養蜂や

養鶏などは補完的な（二次的な）位置づけにある。したがって、本プロジェクトにお

いては、成果 1「農業生産に適切な技術が導入される」には、栽培技術に関すること

のみを含め、酪農、養蜂、農産物加工、養鶏、手工芸品生産に関しては、成果 2「収

入源が拡大・多様化される」の中に含めることで合意した。成果 3「農家が生産物を

適正価格で販売できるようになる」は、農産物や手工芸品のマーケティング支援の「活

動」を通じて期待される成果であり、成果 3 と成果 1・2 は補完関係にある。 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             
4 付属資料 1 AnnexⅦの PDM は、PCM ワークショップの結果をそのまま記載したものではなく、

PCM ワークショップの結果を踏まえて、トルコ側・日本側による合同評価会議で議論を重ねた
上で最終的に合意したものである。  
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第７章 評価 5 項目による評価結果 

 

７－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性を、(1)政策との整合性、(2)対象地域及びターゲットグルー

プの選定方法、(3)ジェンダー配慮、(4)参加型の計画作成、(5)日本の技術的優位性、

の 5 点から評価したところ、以下のような理由により、プロジェクトの妥当性は高い

と判断できる。      

(1) 政策との整合性 

トルコ国政府は、第 8 次 5 カ年計画（2001 年～2005 年）において、人的資源の

開発、雇用機会の増大及び地域間格差・収入格差の是正を最重要課題としている。

特に、農業部門の開発は国家開発計画の最も重要な事項の一つとされており、そ

の主要な目標は、①組織化され、競争力のある、かつ持続可能な農業部門の達成、

②人的資源、生産向上、農業関連機関の組織能力強化などを含めた生産要素の効

果的活用、③地域自然に適した地域プログラムの重要性への配慮等としている。

また、開発の進んだ大都市へ労働力が移動し、経済活動の鈍化が進んでいる東部

黒海沿岸地域については、国家政策に沿って東部黒海地域開発計画が策定されて

おり、同計画の農業分野では、①農作物の多様化と集約化、②企業的経営へ向け

た開発（組織化や農業経営の研修）、③土地所有権の改善、④研究・開発の推進、

⑤優秀な農家の参加も得た効果的な普及を戦略としている。日本政府においては、

政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月）では、「成長を通じた貧困削減の

ための支援」の一環として、地域間格差の問題が存在する農村地域の発展のため

には、農業生産性の向上が必要であるとしている。また、2004 年 8 月に作成され

た JICA 国別事業実施計画において、援助重点分野の一つに「地域間格差の是正

のための農漁業及び保健医療等基礎生活分野の改善」を掲げている。本プロジェ

クトでは、小規模農家を対象に、農業技術者を通じた農業生産性の向上、収入源・

機会の拡大及び農業支援サービスに関する技術の移転・普及により、生計向上を

目的とするものであり、両国政府の政策と合致しており、プロジェクトの妥当性

は高いと評価できる。   

 

(2) 対象地域及びターゲットグループの選定方法 

プロジェクトの対象地域である東部黒海地域では、山岳部に居住する農家は、

沿岸部と比較して特に経済的に貧しい状況に陥っている。プロジェクトでは、特

に山岳地域に居住する貧農をターゲットとしており、モデル地区を山岳地域から

選定することにしている。このような対象地域およびターゲットグループの選定

は、社会的弱者への支援を重視した日本政府の援助政策や格差是正を掲げるトル

コ政府の政策とも合致している。また、貧農をターゲットにすることにより、地

域内の所得格差の是正につながり、地域経済全体の活性化につながるものと期待

できることから、対象地域およびターゲットグループの選定方法においても、プ
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ロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 5 

 

(3) ジェンダー配慮 

トルコ国では、雇用人口の 34％（2004 年）が農業分野に従事している。同分野

における女性の雇用率は 57.2％となっており、農業の大半が女性によって支えら

れている。したがって、農業・農村開発に関するプロジェクトにおいて、女性に

働きかけることは極めて重要であると言える。  

プロジェクトは、小規模養鶏や手工芸品の生産・マーケティングなど、女性を

対象とした活動を取り込んでいる。これらの所得創出活動は、家計所得の向上だ

けではなく、女性のエンパワーメントにも貢献することが期待される。現在、JICA

の技術協力プロジェクトにおいて、ジェンダー主流化の取り組みが推進されてお

り、既述のジェンダー配慮の活動は、この取り組みとも合致する。したがって、

ジェンダー配慮の観点からも、プロジェクトの妥当性は高いと評価できる。 

 

(4) 参加型の計画作成 

プロジェクトの計画にあたり、プロジェクトの枠組みを作成することを目的と

して、PCM ワークショップを開催した。同ワークショップには、MARA、東部黒

海地域の 6 県の農業局、研究機関、JICA などのプロジェクト関係者が参加し、プ

ロジェクト対象地域が抱える問題を分析し、その解決に向けての目的意識を共有

した。同ワークショップには、最終受益者である農家が直接参加したわけではな

いが、プロジェクトを運営管理する立場にある者が、プロジェクトの計画段階か

ら参加したことは、関係者へのオーナーシップの醸成に貢献していると判断され

る。  

 

(5) 日本の技術的優位性 

プロジェクトでは、土地資源の最適利用を目指した総合的営農形態を普及させ

ることを戦略としている。山岳地域が多く、平坦な土地が少ない東部黒海地域で

は、土地資源の有効利用、作付け体系の改善、作付け率の向上などによって、農

業生産性を高める必要がある。日本には、このような土地資源の最適利用に関す

るノウハウが蓄積されており、日本の技術的優位性においても、プロジェクトの

妥当性は高いと判断できる。 

 

７－２ 有効性 

本プロジェクトでは、各成果がプロジェクト目標を達成するための確実な手段とな

っており、また、現時点では、成果およびプロジェクト目標の達成を阻害する要因（外

部条件）が特に見当たらないことから、プロジェクトの有効性が見込める。 

 

                                             
5 本調査では、モデル地区を決定することはできなかったが、山岳部からモデル地区を選定すると
いうことで、合同評価委員会においてトルコ側から合意を得た。  
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(1) 計画の論理性 

プロジェクト目標の「生産物の多様化を通じて、農家の所得が向上する」の具

体的な手段が、成果 1「農業生産に適切な技術が導入される」・成果 2「収入源が

拡大・多様化される」に掲げられており、その 2 つの成果を補完する形で、成果

3「農家が生産物を適正価格で販売できるようになる」を設定している。例えば、

農産物栽培や養鶏に適正技術が導入されたとしても、その産品が売れなければ農

家の所得向上にはつながらない。また、農産物の栽培以外に、新しく小規模酪農

を開始したとしても、乳製品を販売する術を知らなければ、農家の所得向上は期

待できない。すなわち、農家の所得向上というプロジェクト目標を達成するため

には、生産技術の改善や収入源の多様化だけでなく、マーケティングの改善も視

野に入れる必要がある。プロジェクトには、マーケティング支援の活動も含まれ

ており、それらの活動の結果、成果 3 が達成されることが期待されている。この

ように、プロジェクトは、3 つの成果が相互補完的に設定されており、3 つの成果

が達成されると、確実にプロジェクト目標が達成されるように計画されているこ

とから、プロジェクトの有効性は「概ね高い」と評価できる。 6 

 

(2) プロジェクト目標達成の阻害要因 

一般的に、農業関係のプロジェクトでは、「病害虫が発生しない」、「異常気象が

発生しない」という要因が「外部条件」として掲げられているケースが見受けら

れる。しかし、プロジェクトでは、これらの要因を外部条件としては考えていな

い。その理由は、農家や普及員への研修には、病害虫の発生や異常気象への対処

策を指導することも含むことを予定しているからである。 

 

７－３ 効率性 

プロジェクトは、循環型営農体系を基盤とする現実的な村落振興を目指し、小規模

農家がその成果を持続的に活用できるようになることを目標としている。したがって、

新規投入を最小限に抑え、既存の地域資源・施設・機材を有効利用することで、日本

側とトルコ側が合意している。現時点では、まだ、具体的な投入内容を決定していな

いが、PDM の活動に含まれる分野の専門家（長期・短期）派遣と、必要最小限の資機

材の提供で、確実な成果をあげることを目指していることから、効率的な実施を見込

める。  

 

７－４ インパクト 

プロジェクトの実施により、正と負の双方のインパクトが生じることが予測される。

具体的なインパクトの内容は、以下の通り。 

                                             
6 事前評価調査終了時において、 JICA 本部、 JICA トルコ事務所で PDM1を再検討した際に、プ  
ロジェクト目標として掲げられている「農家の所得向上」は、プロジェクト期間内に達成され

ることは難しいのではないかとの意見が出た。その結果、「農業開発センターを拠点とした普及

体制のもとに、モデル地区における農業経営体系が確立される」に変更し、農家の所得向上は、

上位目標とすることで見直すこととしている。  
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(1) 上位目標の達成見込み 

プロジェクトの実施により、モデルエリアにおける営農体系が改善され、農家

の所得が向上することが見込まれている。プロジェクト終了 3～5 年後、上位目標

である「農家の生活が向上する」を達成するためには、プロジェクト終了後も、

普及員や農家を対象とした研修実施体制を継続する必要がある。したがって、上

位目標達成のためには、プロジェクト期間中に、持続可能な研修実施体制を確立

しておくことが必須である。 

なお、本調査では、上位目標の内容まで十分に検討する時間がなかったため、

「何をもって農家の生活向上を測るのか」という指標を議論するまでに至らなか

った。R/D 締結までに、上位目標の指標を設定の上、プロジェクト目標の上位目

標への貢献度について、再度、検討する必要がある。 

 

(2) 技術的インパクト 

トルコ国では、各県に農業局が設置され、その傘下に、各郡の郡事務所が設置

されており、普及員から農家への技術の普及体制が既に存在している。プロジェ

クトでは、既存の普及体制をさらに強化し、栽培マニュアルの配布やモデル地区

での農家への直接指導を行うなど、普及員・農家への指導内容を充実させること

を目指している。このような普及体制の拡充を通じて、適正技術を習得した普及

員は、その技術を確実に農家に指導していくものと期待できる。また、プロジェ

クトでは、モデル地区外の農家に対しても、スタディーツアーを実施することに

なっており、モデル地区に導入された適正技術が、他地域にも波及されることが

期待できる。 

 

(3) 社会・文化的インパクト 

現地聞き取り調査の結果、プロジェクト対象地域では、主に女性が農作業、養

鶏、手工芸品の生産・販売などに従事し、男性は、コーヒーショップで「座談会」

に時間を費やしていることが多いという情報が得られた。プロジェクトでは、小

規模養鶏支援や手工芸品の生産・販売支援など、女性を中心とした活動が数多く

含まれている。したがって、プロジェクトの活動が、女性の精神的・経済的エン

パワーメントにつながるものと期待できる。 

 

(4) 負のインパクト 

負のインパクトとしては、モデル地区外の農家が、モデル地区の農家に対して

嫉妬心を抱き、モデル地区とモデル地区外の農家との関係が悪化することが懸念

される。しかし、プロジェクトでは、モデル地区外の農家に対しても、スタディ

ーツアーを通じて、適正技術を学ぶ機会を提供するため、既述のような負のイン

パクトは回避できると考えられる。 
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７－５ 自立発展性 

 援助終了後にも効果が持続するために、以下の諸手段を講じた計画とする。 

(1) 技術面 

プロジェクトでは、普及員の育成を特に重視している。対象地域 5 県の農業局

において、プロジェクト・コーディネーターを配置する。各県のコーディネータ

ーは、研修員の選定や研修内容の検討を行い、普及員研修が円滑に実施されるよ

う支援する役割を担う。普及員に対しては、現場研修と理論研修を組み合わせた

研修を実施することになっており、普及員は、現場に適用可能な方法で、農家の

技術指導にあたることになっている。プロジェクトは、モデル地区の農家だけを

対象とするのではなく、モデル地区外の農家に対しても、スタディーツアーを実

施し、適正技術の習得機会を与え、適正技術の波及効果を見据えた活動を取り込

んでいる。 

また、新規投入を最小限に抑え、既存資源を最大限に活用した持続可能な農業

に関する技術移転を行うことから、プロジェクト終了後も、農家が自立的に循環

型営農を継続していくことを期待できる。このように、適正技術の普及・波及や

持続可能な循環型営農体系の確立などの観点から、技術面における自立発展性は

高いと評価できる。 

 

(2) 財政面 

財政面に関しては、MARA が、農業開発センターとモデル地区の運営管理費を

負担する意志を既に表明している。そのための資金が既に TUGEM に配分される

ことが決定しており、プロジェクトの財政的自立発展性は概ね高いと評価できる。 

 

(3) 組織面 

プロジェクトにおける各関連組織の役割は、MARA が既に明確にしており、組

織面の観点からも、プロジェクトの自立発展性は概ね高いと評価できる。しかし、

プロジェクトの活動拠点として使用されることになっている農業開発センターは、

現在、MARA ではなくトラブゾン県の農業局に所属している。プロジェクトを円

滑に運営するためには、プロジェクト期間中、同センターが MARA の管轄下に置

かれることが望ましい。そのような措置が図られることで、プロジェクトの組織

面での自立発展性は、さらに確実になると考えられる。しかしながら、MARA は、

現時点では、同センターを MARA の管轄下に置くことは困難であると考えている。

同センターがトラブゾン県の農業局の管轄下に置かれたままプロジェクトが開始

される場合は、プロジェクト期間中、MARA が同センターの機能を適切にモニタ

リングする必要がある。  

また、MARA は、プロジェクト期間中、カウンターパートの人事異動には十分

な配慮をする必要がある。プロジェクトの効果的な運営を維持するためにも、

MARA は、プロジェクト期間を通じて、最初に任命したカウンターパートを変更

しないようにするべきである。 
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７－６ 案件開始に向けての課題 

本調査では、上位目標と活動の詳細については、トルコ側及び日本側で十分に協議

することができなかった。プロジェクト目標や成果の内容と指標に関しては、トルコ

側と議論を重ねた結果、PDM（案）のように合意したが、指標の具体的数値は、プロ

ジェクト開始後のベースライン調査の結果を踏まえて設定することになっている。ま

た、プロジェクトの実施体制に関しては、トルコ側と合意しているものの、詳細活動

計画（PO）に関しては、案件開始前に協議を行う必要がある。 
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第８章 プロジェクト実施までの留意点 

 

８－１ 両国が取るべき措置 

(1) トルコ側 

1) プロジェクト実施に必要な施設の提供 

2) フルタイム勤務のカウンターパートの配置 

3) プロジェクト実施に必要な予算措置（農業開発センター及びモデルエリアの運 

営費用を含む） 

4) JCC 候補者に対するミニッツの内容説明 

 

(2) 日本側 

1) 長期及び短期専門家の派遣 

2) カウンターパート研修の受入れ 

3) プロジェクト実施に必要な機材供与 

 

８－２ 協議すべき事項 

(1) 詳細活動計画（PO） 

(2) 農業開発センターにかかるアクションプラン 

(3) プロジェクトに関与する研究及び普及に関する機関の連携状況及びプロジェク 

トにおける役割分担 

(4) モデルエリア 

 

８－３ その他 

(1) MARA 及び JICA の双方は組織・人員上の重要な変更が生じた場合、速やかに  

   通知する。  

(2) 上述 (1)に伴い JCC の構成に変更の必要性が認められれば、双方により再検討を

行い、最終決定する。 

(3) トルコ側より要望のあった次の 3 点については、トルコ及び日本側で合意に至

らなかったため、R/D 締結までに議論を重ねることとする。 

  1) 複数のモデルエリアの設置 

   2) JICA による車両の提供 

   3) 農業開発センターの法的及び制度上の位置づけの明確化 
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第９章 プロジェクト実施上の留意点 

 

(1) 貧困 

東部黒海沿岸地域は、1 人当たりの GDP もトルコ国内平均の 68％と低く、国内で

最も開発の遅れた地域の一つである。また、小規模農家の生産物は主に自家消費用

として利用されており、現金収入の機会は非常に限られている。一方、雇用人口に

占める農業の割合は 60～75％と非常に高い反面、多くの農家は日雇い労働や、両親

からの退職金などで生活を支えられている。このような現状は、将来の地域社会の

維持や地域農業の継続を不安定なものとする恐れがある。本プロジェクトは、この

ような小規模農家の支援を主体としており、農家貧困層の削減や地域の経済活性化

に貢献するものである。  

 

(2) ジェンダー 

トルコ国における農業従事者の 57.2％は女性であり、プロジェクト対象地域にお

ける農業生産活動において女性が果たす役割は大きい。よって、農業振興を通じた

生計の向上は、女性の労働軽減や地位向上に貢献する。本プロジェクトには、養鶏

や手工芸品の生産・マーケティングなど、女性を対象とした活動を取り込んでおり、

これらの活動は、生計の向上だけではなく、女性のエンパワーメントにも貢献する

ことが期待される。  

 

(3) 環境 

本プロジェクトでは、既存の資源を最大限に利用した循環型農業を念頭において、

農業生産技術の改善等の技術支援を行う。 



 
 
 
 
 

付 属 資 料  
 

 

 

 

1．ミニッツ  

 
 

2．PDM（案）※ミニッツ AnnexⅦを和訳したもの。  

 
 

3．カウンターパート機関に関する詳細情報  
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